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厚生年金

計 国民年金勘定 基礎年金勘定

兆円 兆円 兆円 兆円

前年度末積立金（㋐） 時価ベース 234.2  10.5  5.9  250.5  

 総額 51.4  3.3  23.1  54.4  

（再掲）保険料収入 40.4  1.3  ・ 41.8  

（再掲）国庫・公経済負担 10.3  1.8  ・ 12.1  

（再掲）基礎年金交付金 0.2  0.1  ・ ①

（再掲）基礎年金拠出金収入 ・ ・ 23.1  ②

 総額 49.3  3.5  25.1  54.5  

（再掲）給付費 29.2  0.2  24.7  54.1  

（再掲）基礎年金拠出金 19.9  3.2  ・ ②

（再掲）基礎年金相当給付費 (基礎年金交付金) ・ ・ 0.4  ①

運用損益分を除いた単年度収支残(㋑) 2.1  △ 0.2  △ 2.0  △ 0.1  

運用損益（㋒） 時価ベース 51.3  2.3  0.0  53.6  

その他（㋓） 時価ベース 0.0  0.0  - 0.1  

年度末積立金（㋐＋㋑＋㋒＋㋓） 時価ベース 287.6  12.5  3.9  304.0  

年度末積立金の対前年度増減額 時価ベース 53.5  2.1  △ 2.0  53.5  

注1

注2 厚生年金計及び公的年金制度全体には、厚生年金基金が代行している部分を含まない。

注3 「その他（㋓）」に計上している額は、厚生年金勘定及び国民年金（国民年金勘定）の「業務勘定から積立金への繰入れ」である。

厚生年金計は、厚生年金全体としての財政収支状況をとらえるため、厚生年金実施機関間でのやりとりを収入・支出両面から除いている。また、公的年金制度全体は、同様に、公的年

金制度内でのやりとり（基礎年金交付金(①0.4兆円)・基礎年金拠出金(②23.1兆円)）を収入・支出両面から除いている。

区 分
国民年金 公的年金

制度全体

収

 

入

（

単

年

度

）

支

 

出

（

単

年

度

）

公的年金財政状況報告 －令和５(2023)年度－ （ポイント） 

 

 

 

 

 

 １ 公的年金の収支状況   （報告書 170～175 頁参照） 

公的年金制度全体でみると、令和５(2023)年度は、運用損益分

を除いた収入総額 54.4 兆円、支出総額 54.5 兆円であったこと

から、運用損益分を除いた単年度収支残は 0.1 兆円のマイナス。

また、時価ベースの運用損益は 53.6 兆円のプラス。 

その結果、時価ベースの年度末積立金は前年度に比べ 53.5 兆

円増加し、304.0 兆円。 

単年度収支状況 ―令和５(2023)年度― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「公的年金財政状況報告」は、社会保障審議会年金数理部会が、 
公的年金の毎年度の財政状況について、公的年金の各制度・各実施
機関からの報告に基づき、専門的な観点から横断的に分析・評価を
行った結果をとりまとめたもの。 
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 ２ 公的年金の財政状況の評価   （報告書 294、295 頁参照） 

令和５(2023)年度までの実績と令和元(2019)年財政検証の前提や将

来見通しを比較するだけではなく、長期的な財政の均衡の観点から評価。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※ 公的年金財政における長期的な財政の均衡は、将来の保険料収入、国庫負担と現在保有す

る積立金をあわせた財源の全体と、将来の年金給付の全体で図られている。 

公的年金財政の均衡イメージ 

 

 

 

 

 

○ 国民年金第１号被保険者数は財政検証の見通しを下回り、厚生年金被保険者数は上

回る状況が続いていること、令和５(2023)年度は高い運用収益となった結果、積立

金の実績が将来見通しを上回っていること、令和５(2023)年における 65 歳の平均

余命は、平成 29(2017)年推計注における死亡高位の仮定値を下回っていることが確

認された。また、令和５(2023)年度は、マクロ経済スライドによる給付水準調整が

行われたことにより、年金財政にプラスの効果をもたらしたことに加えて、実質賃金

の伸びがプラスになったことにより、平成 12(2000)年改正で既裁定年金の物価スラ

イドが導入されて以降初めて、賃金の伸びが既裁定年金の伸びを上回ったことが確

認された。 

○ 一方で、令和元(2019)年以降の合計特殊出生率は、平成 29(2017)年推計における

出生中位の仮定値を下回る水準で推移し、令和５(2023)年は、出生低位の仮定値を下

回っていること、また、実質賃金上昇率（対物価）は令和元(2019)年財政検証におけ

るいずれのケースの前提も下回っていることが確認された。 

○ これらの将来見通しからの乖離が、一時的なものではなく中長期的に続いた場合

には、年金財政に与える影響は大きなものとなる。たとえば、合計特殊出生率が将

来推計人口の出生中位の仮定値を下回って推移する傾向が今後も長期にわたって

続けば、将来の年金制度の運営は大きな影響を受ける。 

○ 年金財政の観点からは、人口要素、経済要素等いずれも短期的な動向にとらわれ

ることなく、長期的な観点から財政状況の動向を注視すべきである。 

注 新たな将来推計人口(令和５年推計)が公表されているが、ここでは、令和元(2019)年財政検証の基礎となっ
た平成 29(2017)年推計における仮定値と比較している。 

＊ 厚生年金は保険料率、国民年金は保険料額 
（平成 16(2004)年度価格）を固定 


য়
স

将来の
保険料収入

ల
ਟ
भ

ব
ಛ

૿

将来の
年金給付

保険料水準は固定＊ 給付水準は財政均衡が確保されるように調整

長期的な給付と負担の均衡が確保されている
ことを確認
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公
的

年
金

財
政

状
況

報
告

－
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
－

の
概

要

令
和

７
(2

0
25

)年
月

日

社
会

保
障

審
議

会
年

金
数

理
部

会

（
案

）
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０
．

公
的

年
金

財
政

状
況

報
告

－
令

和
５

(2
0
23

)年
度

－
に

つ
い

て

○
「
公

的
年

金
財

政
状

況
報

告
」は

、
公

的
年

金
の

毎
年

度
の

財
政

状
況

に
つ

い
て

、
公

的
年

金
の

各
制

度
・各

実
施

機
関

か
ら

の
報

告
に

基
づ

き
、

専
門

的
な

観
点

か
ら

横
断

的
に

分
析

・評
価

を
行

っ
た

結
果

を
と

り
ま

と
め

た
も

の
で

あ
る

。
○

こ
の

報
告

で
は

、
実

績
の

動
向

等
を

明
ら

か
に

し
、

財
政

検
証

と
の

比
較

及
び

財
政

状
況

の
評

価
を

行
っ

て
い

る
ほ

か
、

共
済

組
合

等
を

含
め

た
厚

生
年

金
全

体
で

の
財

政
状

況
も

と
り

ま
と

め
て

い
る

。

「
公

的
年

金
財

政
状

況
報

告
－

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
－

」
の

構
成

第
１

章
公

的
年

金
の

概
要

第
２

章
財

政
状

況
第

１
節

被
保

険
者

の
現

状
及

び
推

移
第

２
節

受
給

権
者

の
現

状
及

び
推

移
第

３
節

財
政

収
支

の
現

状
及

び
推

移
第

４
節

財
政

指
標

の
現

状
及

び
推

移

第
３

章
財

政
検

証
結

果
と

の
比

較
第

１
節

財
政

検
証

結
果

と
比

較
す

る
こ

と
の

意
義

と
手

法
第

２
節

財
政

収
支

等
の

実
績

と
将

来
見

通
し

と
の

比
較

（人
口

要
素

、
経

済
要

素
、

被
保

険
者

数
等

、
収

入
、

支
出

、
積

立
金

）
第

３
節

財
政

指
標

の
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較
第

４
節

積
立

金
の

乖
離

の
分

析
第

５
節

厚
生

年
金

に
係

る
財

政
状

況
の

評
価

第
６

節
公

的
年

金
に

係
る

財
政

状
況

の
評

価

付
属

資
料

（公
的

年
金

制
度

の
沿

革
、

公
的

年
金

制
度

一
覧

な
ど

）

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
分

に
係

る
報

告
聴

取
経

過

○
第

1
0
2
回

年
金

数
理

部
会

(令
和

６
(2

0
2
4
)年

1
2
月

2
3
日

開
催

)
・
厚

生
年

金
保

険
（
第

１
号

）
・
国

民
年

金
・
基

礎
年

金
制

度

○
第

1
0
3
回

年
金

数
理

部
会

（
令

和
７

(2
0
2
5
)年

１
月

1
4
日

開
催

）
・
国

家
公

務
員

共
済

組
合

・
地

方
公

務
員

共
済

組
合

・
私

立
学

校
教

職
員

共
済

制
度

※
こ
の
概
要
に
は
、
報
告
の
第
２
章
、
第
３
章
か
ら
の
抜
粋
を
掲
載
し
て
い
る
。
ま
た
、
冒
頭
に
、
報
告
を
読
む
際
の
基
本
的
な
情
報
と
し
て
a
～
d
を
掲
載
し
て
い
る
。
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a.
社

会
保

障
審

議
会

年
金

数
理

部
会

に
つ

い
て

・
公

的
年

金
制

度
の

一
元

化
の

推
進

に
係

る
閣

議
決

定
（平

成
1
3
(2

0
0
1
)年

）
の

要
請

を
踏

ま
え

、
「各

被
用

者
年

金
制

度
の

安
定

性
及

び
公

平
性

の
確

保
に

関
し

、
財

政
再

計
算

時
に

お
け

る
検

証
及

び
毎

年
度

の
報

告
を

求
め

る
こ

と
」
な

ど
を

審
議

内
容

と
す

る
部

会
と

し
て

社
会

保
障

審
議

会
に

設
置

。

閣
議

決
定

「公
的

年
金

制
度

の
一

元
化

の
推

進
に

つ
い

て
」
（平

成
1
3
(2

0
0
1
)年

）
社
会
保
障

審
議
会

に
年

金
数
理

に
関
す

る
専
門

的
な
知

識
、
経
験
を

有
す
る

者
等

か
ら
構

成
さ
れ

る
部
会

を
設

け
、

当
該
部
会

に
お
い

て
被

用
者
年

金
制
度

の
安
定
性
、

公
平
性

の
確

保
に
関

し
、
財

政
再
計

算
時
に

お
け
る
検
証

の
ほ
か

、
毎

年
度
の

報
告
を

求
め
る

こ
と

を
要

請
す
る
も

の
と
す

る
。

社
会

保
障

審
議

会
年

金
数

理
部

会

・
平

成
2
7
(2

0
1
5
)年

1
0
月

に
被

用
者

年
金

制
度

が
一

元
化

さ
れ

た
後

も
、

制
度

の
安

定
性

の
確

保
の

観
点

か
ら

財
政

検
証

結
果

及
び

各
年

度
の

決
算

の
報

告
を

求
め

審
議

。

毎
年

度
の

決
算

決
算

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

公
的

年
金

財
政

状
況

報
告

・

決
算

状
況

の
確

認
財

政
検

証
と

の
比

較

年 金 数 理 部 会
各

制
度

・
実

施
機

関
の

財
政

状
況

を
専

門
的

な
観

点
か

ら
横

断
的

に
分

析
・
評

価
実

績
の

動
向

と
そ

の
背

景
を

明
ら

か
に

し
、

財
政

検
証

と
の

比
較

に
よ

り
公

的
年

金
及

び
各

制
度

・
各

実
施

機
関

の
財

政
状

況
を

分
析

・
評

価

財
政

検
証

結
果

・
手

法
等

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

財
政

検
証

の
ピ

ア
レ

ビ
ュ

ー
（
財

政
検

証
に

基
づ

く
公

的
年

金
制

度
の

財
政

検
証

）

財
政

検
証

の
結

果
、

推
計

の
基

礎
デ

ー
タ

の
取

扱
い

、
推

計
手

法
等

の
確

認

推
計

の
基

礎
デ

ー
タ

・
推

計
手

法
の

分
析

・
検

証
推

計
結

果
の

分
析

の
あ

り
方

の
検

証
制

度
の

安
定

性
の

観
点

か
ら

の
財

政
検

証
の

分
析

・検
証

今
後

の
財

政
検

証
へ

の
提

言

公
的

年
金

各
制

度
・
各

実
施

機
関

に
お

い
て

実
施
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Ｋ
年

度

決
算

年
金

数
理

部
会

K
年 財
政

検
証

K
＋

５
年

財
政

検
証

Ｋ
＋

１
年

度

決
算

Ｋ
＋

２
年

度

決
算

Ｋ
＋

３
年

度

決
算

Ｋ
＋

４
年

度

決
算

少
な

く
と

も
５

年
ご

と
に

年
金

財
政

の
健

全
性

を
検

証
・

将
来

見
通

し
の

作
成

・
給

付
水

準
の

自
動

調
整

（マ
ク

ロ
経

済
ス

ラ
イ

ド
）の

開
始

・
終

了
年

度
の

見
通

し
の

作
成

公
的

年
金

各
制

度
（
・
実

施
機

関
）

b.
社

会
保

障
審

議
会

年
金

数
理

部
会

の
役

割

提
言

毎
年

度
の

財
政

状
況

の
分

析
、

評
価

（
公

的
年

金
財

政
状

況
報

告
）

・
実

績
や

決
算

状
況

等
の

確
認

、
分

析
、

評
価

・
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較
、

分
析

、
評

価
財

政
検

証
の

ピ
ア

レ
ビ

ュ
ー

・
結

果
、

手
法

の
検

証
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c
.年

金
制

度
の

体
系

退
職

等
年

金
給

付

4
6
1
万

人

確
定

拠
出

年
金

（
企

業
型

Ｄ
Ｃ

）
8
3
0
万

人

自
営

業
者

、
学

生
な

ど

公
務

員
な

ど
会

社
員

第
２

号
被

保
険

者
の

被
扶

養
配

偶
者

国
民

年
金

第
１

号
被

保
険

者
国

民
年

金
第

３
号

被
保

険
者

国
民

年
金

第
２

号
被

保
険

者
等

注
２

6
,7

4
5
万

人

確
定

給
付

企
業

年
金

（
Ｄ

Ｂ
）

9
0
3
万

人

厚
生

年
金

保
険

厚
生

年
金

基
金

1
1
万

人

国
民

年
金

（
基

礎
年

金
）

（代
行

部
分

）

iD
e
C
o

国
民

年
金

基
金

3
3
万

人

個
人

型
確

定
拠

出
年

金
（
iD
e
C
o
）

※
斜

線
部

分
は

任
意

加
入

、
縦

縞
部

分
は

任
意

設
立

3
2
8
万

人

（
数

値
は

令
和

６
(2

02
4
)年

３
月

末
時

点
の

被
保

険
者

数
・
加

入
者

数
）

注
１

令
和

４
(2
0
2
2
)
年
1
0
月

施
行

の
被

用
者
保

険
の

適
用

拡
大

前
の
状

況
で

あ
る

こ
と

に
留

意
が
必

要
だ

が
、

令
和

２
(
2
0
2
0
)
年

国
民

年
金

被
保

険
者

実
態
調

査
に

よ
る

と
、

令
和

２
(
2
0
2
0
)
年

３
月

末
時

点
に

お
け

る
国

民
年

金
第

１
号

被
保

険
者

の
就

業
状

況
は

、
パ

ー
ト

・
ア

ル
バ

イ
ト

・
臨

時
が

3
2
.
6
％

、
無

職
が

31
.2
％

、
自
営
業
主
が
19
.4
％
、
家
族
従
業
者
が
7.
5％

、
常
用
雇
用
が

6.
3％

と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
同
調
査
に
よ
る

と
、
第
１
号
被

保
険
者
の
う
ち
の
学

生
の
割
合
は

2
1
.
1％

と
な
っ
て
い

る
。

注
２

国
民
年

金
第
２

号
被
保

険
者

等
と
は

、
厚
生

年
金
被

保
険

者
の
こ

と
を
い

う
（
国

民
年

金
第

２
号
被

保
険
者
の

ほ
か

、
6
5
歳

以
上

で
老
齢

、
ま

た
は
、

退
職
を

支
給

事
由

と
す

る
年

金
給

付
の

受
給

権
を

有
す

る
者

を
含

む
）

（
用

語
解

説
「

○
国

民
年

金
、

国
民

年
金

（
国

民
年

金
勘

定
）

、
国

民
年

金
（

基
礎

年
金

勘
定
）
、
国
民
年
金
勘
定

、
基
礎
年
金
勘
定

」
の
②
（
3
59
頁
）
を
参
照

）
。

注
３

国
民
年
金
に
加
入
す
る
こ
と
で
、
一
定
の
要
件
を
満
た
せ
ば
、
基
礎
年
金
が
支
給
さ
れ
る
。

第
１

号
厚

生
年

金
被

保
険

者
（民

間
被

用
者

）

4
,2

1
1
万

人

第
２

号
厚

生
年

金
被

保
険

者
（
国

家
公

務
員

）
1
0
7
万

人

第
３

号
厚

生
年

金
被

保
険

者
（
地

方
公

務
員

）
2
9
4
万

人

第
４

号
厚

生
年

金
被

保
険

者
（
私

立
学

校
教

職
員

）
6
0
万

人

1
,3

8
7
万

人
4
,6

7
2
万

人
6
8
6万

人

注
３

注
１
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基
礎

年
金

勘
定

（
年

金
特

別
会

計
）

国
民

年
金

勘
定

（
年

金
特

別
会

計
）

厚
生

年
金

勘
定

（
年

金
特

別
会

計
）

共
済

組
合

等
の

厚
生

年
金

保
険

経
理

基
礎

年
金

給
付

受 給 者

国
庫

負
担

（一
般

会
計

）

第
１

号
被

保
険

者
の

独
自

給
付

（
付

加
年

金
、

死
亡

一
時

金
等

）

厚
生

年
金

給
付

（
報

酬
比

例
年

金
な

ど
）

厚
生

年
金

給
付

（
報

酬
比

例
年

金
な

ど
）

国
庫

・
公

経
済

負
担

（
一

般
会

計
・
地

方
公

共
団

体
等

）

基
礎

年
金

拠
出

金

厚
生

年
金

拠
出

金
厚

生
年

金
交

付
金

国
民

年
金

第
１

号
被

保
険

者

第
１

号
厚

生
年

金
被

保
険

者

保
険

料

保
険

料

第
２

～
４

号
厚

生
年

金
被

保
険

者

保
険

料

※
 経

過
的

措
置

等
の

終
了

し
た

後
の

姿
で

あ
る

。

国
庫

負
担

（一
般

会
計

）

厚
生

年
金

の
保

険
料

に
つ

い
て

は
事

業
主

と
被

保
険

者
で

折
半

す
る

。

d.
公

的
年

金
の

資
金

の
流

れ
被
保
険
者
は
被
保
険
者
の
区
分
に
応
じ
て
、
国
民
年
金
勘
定
、
厚
生
年
金
勘
定
ま
た
は
共
済
組
合
等
の
厚
生
年
金
保
険
経
理
に
保
険
料
を
支
払
い
、

基
礎
年
金
は
基
礎
年
金
勘
定
か
ら
、
そ
れ
以
外
の
給
付
は
保
険
料
を
支
払
っ
た
勘
定
（
経
理
）
か
ら
支
払
わ
れ
る
。

※
 よ

り
詳

し
い

資
金

の
流

れ
は

、
報

告
書

第
１

章
図

表
1
-
2
-
2
（
5
3
ペ

ー
ジ

）
参

照
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被
保

険
者

の
現

状
及

び
推

移
（
第

２
章

第
１

節
よ

り
抜

粋
）

１
．

公
的

年
金

の
被

保
険

者
数

の
推

移

２
．

被
保

険
者

の
年

齢
分

布

３
．

被
保

険
者

の
年

齢
分

布
の

変
化

（厚
生

年
金

計
）

４
．

被
保

険
者

の
年

齢
分

布
の

変
化

（短
時

間
労

働
者

）

５
．

被
保

険
者

の
年

齢
分

布
の

変
化

（国
民

年
金

第
１

号
）

６
．

被
保

険
者

の
年

齢
分

布
の

変
化

（国
民

年
金

第
３

号
）

７
．

厚
生

年
金

の
標

準
報

酬
月

額
別

被
保

険
者

の
分

布
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6
,9

9
5
 

7
,0

4
9
 

7
,0

4
5
 

6
,8

2
6
 

6
,7

1
2
 

6
,7

3
1
 

6
,7

3
3
 

6
,7

4
6
 

6
,7

6
2
 

6
,7

5
6
 

6
,7

2
9
 

6
,7

4
4
 

6
,7

4
5
 

0

1
,0

0
0

2
,0

0
0

3
,0

0
0

4
,0

0
0

5
,0

0
0

6
,0

0
0

7
,0

0
0

平
成

7
(1

9
9

5
)

1
2

(2
0

0
0

)
1

7
(2

0
0

5
)

2
2

(2
0

1
0

)
2

7
(2

0
1

5
)

2
8

(2
0

1
6

)
2

9
(2

0
1

7
)

3
0

(2
0

1
8

)
令

和
元

(2
0

1
9

)

2
(2

0
2

0
)

3
(2

0
2

1
)

4
(2

0
2

2
)

5
(2

0
2

3
)

（
年

度
末

）

（
万

人
）

国
民

年
金

第
１

号

第
１

号
厚

生
年

金
（
民

間
被

用
者

）

（
短

時
間

労
働

者
を

除
く
）

第
１

号
厚

生
年

金
（
民

間
被

用
者

）

（
短

時
間

労
働

者
）

第
４

号
厚

生
年

金
（
私

立
学

校
教

職
員

）

（
短

時
間

労
働

者
）

第
４

号
厚

生
年

金
（
私

立
学

校
教

職
員

）

（
短

時
間

労
働

者
を

除
く
）

第
２

号
厚

生
年

金
（
国

家
公

務
員

）

第
３

号
厚

生
年

金
（
地

方
公

務
員

）

国
民

年
金

第
３

号

厚
生

年
金

計

4
,6

7
2

(＋
1
.2

％
)

6
8
6

(△
4
.9

％
)

1
,3

8
7

(△
1
.3

％
)

( 
  

  
 )

内
の

数
値

は
、

対
前

年
度

増
減

率
で

あ
る

。

(0
.0

％
)

１
．

公
的

年
金

の
被

保
険

者
数

の
推

移

○
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
の

公
的

年
金

制
度

全
体

の
被

保
険

者
数

は
横

ば
い

。
国

民
年

金
第

１
号

被
保

険
者

と
第

３
号

被
保

険
者

の
被

保
険

者
数

が
減

少
し

た
も

の
の

、
厚

生
年

金
の

被
保

険
者

数
が

増
加

。

○
厚

生
年

金
の

被
保

険
者

数
の

対
前

年
度

増
減

率
は

1
.2

％
で

あ
り

、
こ

の
う

ち
短

時
間

労
働

者
を

除
い

た
被

保
険

者
数

の
対

前
年

度
増

減
率

は
1
.0

％
、

短
時

間
労

働
者

の
被

保
険

者
数

の
対

前
年

度
増

減
率

は
1
1
.7

％
（男

性
8
.9

％
、

女
性

1
2
.7

％
）。

報
告

書

8
7
～

8
9
ペ

ー
ジ

短
時

間
労

働
者

へ
の

適
用

拡
大

（
企

業
規

模
5
0
0
人

超
）

（
平

成
2
8
(2

0
1
6
) 
年

1
0
月

）

短
時

間
労

働
者

へ
の

適
用

拡
大

（
企

業
規

模
1
0
0
人

超
な

ど
）

（
令

和
４

(2
0
2
2
) 

年
1
0
月

）
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0
2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
5
-
19

2
0
-2

4

2
5
-
29

3
0
-
34

3
5
-
39

4
0
-
44

4
5
-
49

5
0
-
54

5
5
-
59

6
0
-6

4

6
5
-

万
人

年
齢

厚
生

年
金

計

２
．

被
保

険
者

の
年

齢
分

布

○
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
末

の
被

保
険

者
の

年
齢

分
布

を
み

る
と

、
厚

生
年

金
計

で
は

5
0
～

5
4
歳

の
割

合
が

最
も

大
き

く
、

国
民

年
金

第
１

号
被

保
険

者
で

は
2
0
～

2
4
 歳

の
年

齢
階

級
、

国
民

年
金

第
３

号
被

保
険

者
で

は
5
0
～

5
4
 歳

の
年

齢
階

級
の

割
合

が
最

も
大

き
い

。

○
厚

生
年

金
被

保
険

者
の

う
ち

短
時

間
労

働
者

（厚
生

年
金

に
占

め
る

割
合

は
2
.0

％
）
で

は
、

男
性

は
6
0
歳

以
上

の
被

保
険

者
が

多
く

、
女

性
は

4
5
～

6
4
歳

の
被

保
険

者
が

多
い

。

報
告

書

9
0
～

9
2
ペ

ー
ジ

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

0
5

1
0

1
5

2
0

1
5
-
19

2
0
-
24

2
5
-2

9

3
0
-
34

3
5
-
39

4
0
-
44

4
5
-
49

5
0
-
54

5
5
-
59

6
0
-
64

6
5
-

万
人

年
齢厚

生
年

金
被

保
険

者
の

う
ち

短
時

間
労

働
者

（
第

１
号

厚
生

年
金

＋
第

４
号

厚
生

年
金

）

0
2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
5
-1

9

2
0
-
24

2
5
-
29

3
0
-3

4

3
5
-
39

4
0
-
44

4
5
-
49

5
0
-
54

5
5
-
59

6
0
-
64

6
5
-

万
人

年
齢

国
民

年
金

第
１

号
被

保
険

者

0
2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
5-

19

2
0-

24

2
5-

29

30
-3

4

35
-3

9

40
-4

4

45
-4

9

50
-5

4

5
5
-5

9

60
-
64

65
-

万
人

年
齢

国
民

年
金

第
３

号
被

保
険

者
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0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0
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0

7
0

8
0

9
0

1
0

0

1
5

-1
9

2
0

-2
4

2
5

-2
9

3
0

-3
4

3
5

-3
9

4
0

-4
4

4
5

-4
9

5
0

-5
4

5
5

-5
9

6
0

-6
4

6
5

-6
9

男
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

男
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）
男

性
（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）
女

性
（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

女
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）
女

性
（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）

年
齢

（
歳

）

総
人

口
比

（
％

）
厚

生
年

金
計

男
性

女
性

３
．

被
保

険
者

の
年

齢
分

布
の

変
化

（
厚

生
年

金
計

）
報

告
書

9
3
、

9
4
、

1
0
0
ペ

ー
ジ

○
厚

生
年

金
計

の
男

性
で

は
、

最
も

被
保

険
者

数
が

多
い

年
齢

階
級

が
1
0年

前
は

40
～

4
4歳

、
５

年
前

は
45

～
4
9
歳

、
令

和
５

(2
0
23

)年
度

末
で

は
5
0～

54
歳

に
シ

フ
ト

（
団

塊
ジ

ュ
ニ

ア
世

代
）。

厚
生

年
金

計
の

女
性

で
は

、
５

年
前

と
比

べ
て

1
5
～

2
4歳

及
び

4
0～

44
歳

を
除

き
被

保
険

者
数

が
増

加
。

○
被

保
険

者
数

を
人

口
比

で
み

る
と

、
５

年
前

と
比

べ
、

若
年

層
（
男

性
の

1
5～

19
歳

及
び

25
～

3
4歳

、
女

性
の

1
5
～

1
9
歳

）
を

除
き

上
昇

。
6
5～

69
歳

で
は

こ
の

５
年

で
、

男
性

が
2
6.

5
％

か
ら

37
.9

％
に

、
女

性
が

1
0.

3
％

か
ら

1
7
.5

％
に

な
っ

て
お

り
、

6
5
歳

以
上

の
雇

用
が

進
展

。

0

5
0

1
0

0

1
5

0

2
0

0
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5

0
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0
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3
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0
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4

2
5

-2
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4
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9

5
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4

5
5
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9

6
0

-6
4

6
5

-

男
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

男
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）
男

性
（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）
女

性
（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

女
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）
女

性
（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）

年
齢

（
歳

）

被
保

険
者

数
（
万

人
）

厚
生

年
金

計

女
性

男
性
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0
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5
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0
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4
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5

-6
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男
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

男
性

（
令

和
4

(2
0

2
2

)年
度

末
）

男
性

（
令

和
3

(2
0

2
1

)年
度

末
）

男
性

（
令

和
2

(2
0

2
0

)年
度

末
）

男
性

（
令

和
元

(2
0

1
9

)年
度

末
）

男
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

女
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

女
性

（
令

和
4

(2
0

2
2

)年
度

末
）

女
性

（
令

和
3

(2
0

2
1

)年
度

末
）

女
性

（
令

和
2

(2
0

2
0

)年
度

末
）

女
性

（
令

和
元

(2
0

1
9

)年
度

末
）

女
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

年
齢

（
歳

）

総
人

口
比

（
％

）
厚

生
年

金
計

の
う

ち
短

時
間

労
働

者

４
．

被
保

険
者

の
年

齢
分

布
の

変
化

（
短

時
間

労
働

者
）

○
厚

生
年

金
計

の
う

ち
短

時
間

労
働

者
（厚

生
年

金
に

占
め

る
割

合
は

2
.0

％
）
に

つ
い

て
は

、
令

和
４

(2
0
2
2
)年

1
0
月

施
行

の
適

用
拡

大
に

よ
り

短
時

間
労

働
者

の
被

保
険

者
数

が
大

幅
に

増
加

し
た

こ
と

か
ら

、
５

年
前

と
比

べ
、

男
女

と
も

全
て

の
年

齢
階

級
で

被
保

険
者

数
が

増
加

。

○
被

保
険

者
数

を
総

人
口

比
で

み
る

と
、

５
年

前
に

比
べ

、
男

女
と

も
全

て
の

年
齢

階
級

で
上

昇
。

報
告

書

9
3
、

9
5
、

1
0
0
ペ

ー
ジ
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）

男
性

（
令

和
3

(2
02

1
)年

度
末

）

男
性

（
令

和
2

(2
02

0
)年

度
末

）

男
性

（
令

和
元

(2
0

1
9)

年
度

末
）

男
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8)
年

度
末

）

女
性

（
令

和
5

(2
02

3
)年

度
末

）

女
性

（
令

和
4

(2
02

2
)年

度
末

）

女
性

（
令

和
3

(2
02

1
)年

度
末

）

女
性

（
令

和
2

(2
02

0
)年

度
末

）

女
性

（
令

和
元

(2
0

1
9)

年
度

末
）

女
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8)
年

度
末

）

年
齢

（
歳

）

被
保

険
者

数
（
万

人
）

厚
生

年
金

計
の

う
ち

短
時

間
労

働
者
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4

6
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男
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

男
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

男
性

（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）

年
齢

（
歳

）

被
保

険
者

数
（
万

人
）

国
民

年
金

第
１

号
被

保
険

者

0

5
0

1
0

0

1
5

0

2
0

0

2
5

0

2
0

-2
4

2
5

-2
9

3
0

-3
4

3
5

-3
9

4
0

-4
4

4
5

-4
9

5
0

-5
4

5
5

-5
9

6
0

-6
4

6
5

-

女
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

女
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

女
性

（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）

年
齢

（
歳

）

被
保

険
者

数
（
万

人
）

国
民

年
金

第
１

号
被

保
険

者

５
．

被
保

険
者

の
年

齢
分

布
の

変
化

（
国

民
年

金
第

１
号

）

○
国

民
年

金
第

１
号

被
保

険
者

で
は

、
団

塊
ジ

ュ
ニ

ア
世

代
の

シ
フ

ト
を

除
く
と

、
男

女
と

も
に

全
体

的
に

被
保

険
者

数
が

減
少

。

○
被

保
険

者
数

を
人

口
比

で
み

る
と

、
５

年
前

と
比

べ
、

男
性

の
20

～
24

歳
及

び
55

～
6
4歳

、
女

性
の

20
～

2
4歳

及
び

6
0
～

6
4
歳

を
除

き
低

下
。

報
告

書
9

4
、

9
8
、

9
9
、

1
0

1
ペ

ー
ジ

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

2
0

-2
4

2
5

-2
9

3
0

-3
4

3
5

-3
9

4
0

-4
4

4
5

-4
9

5
0

-5
4

5
5

-5
9

6
0

-6
4

6
5

-6
9

男
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

男
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

男
性

（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）

年
齢

（
歳

）

総
人

口
比

（
％

）
国

民
年

金
第

１
号

被
保

険
者

0

1
0

2
0

3
0

4
0
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0
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4
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9
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9

4
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5
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9
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5
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-5
9

6
0
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4
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5
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9

女
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

女
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

女
性

（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）

年
齢

（
歳

）

国
民

年
金

第
１

号
被

保
険

者
総

人
口

比
（
％

）
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0

2
3

)年
度

末
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平

成
3
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0
1
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度
末
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性

（
平

成
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5
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0
1

3
)年

度
末
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女
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

女
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

女
性

（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）

年
齢

（
歳

）

国
民

年
金

第
３

号
被

保
険

者
総

人
口

比
（
％

）

0

5
0

1
0

0

1
5

0

2
0

0

2
0

-2
4

2
5

-2
9

3
0

-3
4

3
5

-3
9

4
0

-4
4

4
5

-4
9

5
0

-5
4

5
5

-5
9

男
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

男
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

男
性

（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）

女
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

女
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

女
性

（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）

年
齢

（
歳

）

被
保

険
者

数
（
万

人
）

国
民

年
金

第
３

号
被

保
険

者

６
．

被
保

険
者

の
年

齢
分

布
の

変
化

（
国

民
年

金
第

３
号

）

○
国

民
年

金
第

３
号

被
保

険
者

の
女

性
で

は
、

4
9
歳

以
下

の
被

保
険

者
数

の
減

少
が

著
し

い
。

○
被

保
険

者
数

を
人

口
比

で
み

る
と

、
男

性
は

５
年

前
か

ら
大

き
な

変
化

は
な

く
、

女
性

は
５

年
前

と
比

べ
、

全
て

の
年

齢
階

級
で

低
下

。

報
告

書
9

4
、

9
9
、

1
0
2

ペ
ー

ジ
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令

和
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令

和
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2
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)年
度

末
）
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性
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令

和
3
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0

2
1

)年
度

末
）

男
性

（
令

和
2
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0

2
0

)年
度

末
）

男
性

（
令

和
元
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1
9

)年
度

末
）
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性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

女
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

女
性

（
令

和
4

(2
0

2
2

)年
度

末
）

女
性

（
令

和
3

(2
0

2
1

)年
度

末
）

女
性

（
令

和
2

(2
0

2
0

)年
度

末
）

女
性

（
令

和
元

(2
0

1
9

)年
度

末
）

女
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

被
保

険
者

数

（
万

人
）

厚
生

年
金

計
の

う
ち

短
時

間
労

働
者

男
性

女
性

標
準

報
酬

月
額

（
万

円
）

0

5
0

1
0

0

1
5

0

2
0

0

2
5

0

3
0

0

8.8
9.8

10.4
11

11.8
12.6
13.4
14.2

15
16
17
18
19
20
22
24
26
28
30
32
34
36
38
41
44
47
50
53
56
59
62
65

男
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

男
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

女
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

女
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

標
準

報
酬

月
額

（
万

円
）

被
保

険
者

数
（
万

人
）

厚
生

年
金

計

男
性

女
性

７
．

厚
生

年
金

の
標

準
報

酬
月

額
別

被
保

険
者

の
分

布

○
厚

生
年

金
計

の
男

性
は

、
6
5
万

円
の

被
保

険
者

が
最

も
多

く
な

っ
て

お
り

、
他

に
は

、
2
6
～

3
0
万

円
と

4
1

万
円

に
ピ

ー
ク

が
あ

る
分

布
。

厚
生

年
金

計
の

女
性

は
、

22
万

円
に

ピ
ー

ク
が

あ
る

分
布

。
５

年
前

の
分

布
と

比
較

す
る

と
、

男
性

で
は

、
9
.8

～
26

万
円

を
除

き
被

保
険

者
数

が
増

加
。

女
性

で
は

、
9
.8

～
1
8
万

円
を

除
き

増
加

。

○
厚

生
年

金
計

の
う

ち
短

時
間

労
働

者
は

、
男

性
、

女
性

と
も

に
11

.8
万

円
に

ピ
ー

ク
が

あ
る

分
布

。
５

年
前

の
分

布
と

比
較

す
る

と
、

令
和

４
(2

02
2)

年
10

月
施

行
の

適
用

拡
大

に
よ

り
短

時
間

労
働

者
の

被
保

険
者

数
が

大
幅

に
増

加
し

た
こ

と
か

ら
、

男
女

と
も

全
て

の
等

級
で

増
加

。

注
．

令
和

2
(2

0
2
0
)年

９
月

に
標

準
報

酬
月

額
の

上
限

が
改

定
さ

れ
、

従
前

の
標

準
報

酬
月

額
の

上
限

等
級

（
6
2
万

円
）の

上
に

一
等

級
追

加
さ

れ
て

い
る

（
65

万
円

）
。

報
告

書
1

0
8
～

1
1

0

ペ
ー

ジ
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８
．

受
給

権
者

の
年

金
総

額
の

推
移

９
．

老
齢

・退
年

相
当

の
受

給
権

者
の

年
齢

分
布

１
０

．
老

齢
・退

年
相

当
の

平
均

年
齢

月
額

（推
計

）

１
１

．
老

齢
相

当
の

受
給

権
者

の
年

齢
階

級
別

平
均

年
金

月
額

１
２

．
老

齢
相

当
の

年
金

月
額

階
級

別
受

給
権

者
数

受
給

権
者

の
現

状
及

び
推

移
（
第

２
章

第
２

節
よ

り
抜

粋
）

共
済

組
合

等
の

職
域

加
算

部
分

を
除

い
た
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0

4
0

5
0

6
0

平
成

7

(1
9

9
5

)

1
2

(2
0

0
0

)
1

7
(2

0
0

5
)

2
2

(2
0

1
0

)
2

7
(2

0
1

5
)

2
8

(2
0

1
6

)
2

9
(2

0
1

7
)

3
0

(2
0

1
8

)
令

和
元

(2
0

1
9

)

2
(2

0
2

0
)

3
(2

0
2

1
)

4
(2

0
2

2
)

5
(2

0
2

3
)

（
年

度
末

）

（
兆

円
）

旧
厚

生
年

金

国
共

済

国
民

年
金

地
共

済

私
学

共
済

新
法

基
礎

年
金

と

旧
法

国
民

年
金

(1
.9

％
) 4

.3

(0
.7

％
)

2
6
.4

(1
.7

％
)

1
.4

(0
.2

％
)

0
.4

(2
.5

％
)

2
5
.5

(2
.5

％
)

( 
  
  

 )
内

の
数

値
は

、

対
前

年
度

増
減

率
で

あ
る

。

報
告

書
1

2
8
～

1
3

0

ペ
ー

ジ
８

．
受

給
権

者
の

年
金

総
額

の
推

移

注
平

成
2
7
(2

0
1
5
)年

度
以

降
の

国
共

済
、

地
共

済
及

び
私

学
共

済
は

、
被

用
者

年
金

一
元

化
前

の
共

済
年

金
の

受
給

権
者

の
年

金
総

額
と

被
用

者
年

金
一

元
化

後
の

厚
生

年
金

の
受

給
権

者
の

年
金

総
額

の
合

計
で

あ
る

。

男
性

及
び

共
済

組
合

等
の

女
性

に
お

い
て

、
報

酬
比

例
部

分
の

支
給

開
始

年
齢

が
62

歳
に

引
上

げ

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
末

の
年

金
総

額
は

、
公

的
年

金
制

度
全

体
で

5
8
.1

兆
円

（対
前

年
度

1
.9

％
増

）。
年

金
額

改
定

率
が

プ
ラ

ス
だ

っ
た

こ
と

も
あ

り
※

、
前

年
度

末
に

比
べ

、
全

て
の

制
度

で
増

加
。

※
令

和
５

(2
02

3)
年

度
は

、
新

規
裁

定
年

金
（
6
7
歳

以
下

）
が

2
.2

％
、

既
裁

定
年

金
（
6
8
歳

以
上

）
が

1
.9

％
。

旧
厚

生
年

金
で

は
、

女
性

に
お

い
て

報
酬

比
例

部
分

の
支

給
開

始
年

齢
が

6
1
歳

に
引

き
上

げ
ら

れ
る

と
と

も
に

特
別

支
給

の
定

額
部

分
が

な
く
な

っ
た

男
性

及
び

共
済

組
合

等
の

女
性

に
お

い
て

、
報

酬
比

例
部

分
の

支
給

開
始

年
齢

が
6
3
歳

に
引

上
げ

旧
厚

生
年

金
の

女
性

に
お

い
て

、
報

酬
比

例
部

分
の

支
給

開
始

年
齢

が
6
2
歳

に
引

上
げ

男
性

及
び

共
済

組
合

等
の

女
性

に
お

い
て

、
報

酬
比

例
部

分
の

支
給

開
始

年
齢

が
6
4
歳

に
引

上
げ
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９
．

老
齢

・退
年

相
当

の
受

給
権

者
の

年
齢

分
布

○
国

共
済

の
女

性
を

除
き

、
7
0
～

7
4
歳

の
年

齢
階

級
の

受
給

権
者

数
が

最
も

多
く

な
っ

て
い

る
。

○
国

共
済

で
は

、
女

性
の

受
給

権
者

が
少

な
い

こ
と

と
、

女
性

に
お

い
て

7
5
～

7
9
歳

の
年

齢
階

級
の

受
給

権
者

数
が

最
も

多
く

な
っ

て
い

る
も

の
の

、
6
5
歳

以
上

の
各

年
齢

階
級

に
お

け
る

受
給

権
者

数
に

あ
ま

り
差

が
な

い
の

が
特

徴
。

※
老

齢
・
退

年
相

当
と

は
、

老
齢

（
退

職
）
年

金
の

受
給

権
者

の
う

ち
、

当
該

制
度

の
被

保
険

者
期

間
を

原
則

2
5
年

以
上

有
す

る
も

の
を

い
う

。

報
告

書

1
3

6
ペ

ー
ジ

老
齢

厚
生

年
金

受
給

権
者

（老
齢

相
当

）

退
職

共
済

年
金

受
給

権
者

（退
年

相
当

）

（
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
末

）
旧
厚
生
年
金 0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

万
人

女
性

0
1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

6
0
-
6
4

6
5
-
6
9

7
0
-
7
4

7
5
-
7
9

8
0
-
8
4

8
5
-
8
9

9
0
-

万
人

年
齢

男
性

国
共
済

0
1
0

2
0

3
0

4
0

万
人

女
性

0
1
0

2
0

3
0

4
0

6
0
-
6
4

6
5
-
6
9

7
0
-
7
4

7
5
-
7
9

8
0
-
8
4

8
5
-
8
9

9
0
-

万
人

年
齢

男
性

地
共
済

0
1
0

2
0

3
0

4
0

万
人

女
性

0
1
0

2
0

3
0

4
0

6
0
-
6
4

6
5
-
6
9

7
0
-
7
4

7
5
-
7
9

8
0
-
8
4

8
5
-
8
9

9
0
-

万
人

年
齢

男
性

私
学
共
済

0
1

2
3

万
人

女
性

0
1

2
3

6
0
-
6
4

6
5
-
6
9

7
0
-
7
4

7
5
-
7
9

8
0
-
8
4

8
5
-
8
9

9
0
-

万
人

年
齢

男
性
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円
円

円
円

円

計
1
4
6
,
4
2
9
 

1
7
6
,
2
0
6
 

1
8
0
,
0
8
6
 

1
8
0
,
2
4
1
 

1
5
1
,
2
9
4
 

男
性

1
6
6
,
6
0
6
 

1
7
9
,
5
2
4
 

1
8
6
,
3
4
2
 

1
9
5
,
8
9
7
 

1
6
9
,
3
5
6
 

女
性

1
0
7
,
2
0
0
 

1
5
9
,
3
5
7
 

1
6
9
,
5
8
8
 

1
5
6
,
8
6
8
 

1
1
5
,
9
2
4
 

男
性
を
1
0
0
と
し
た
女
性
の
水
準

6
4
.
3
 

8
8
.
8
 

9
1
.
0
 

8
0
.
1
 

6
8
.
4
 

注
１

国
共

済
、

地
共

済
及

び
私

学
共

済
の

退
年

相
当

の
退

職
共

済
年

金
の

職
域

加
算

部
分

を
除

い
た

年
金

額
は

推
計

値
で

あ
る

。

注
２

国
共

済
、

地
共

済
及

び
私

学
共

済
は

、
退

年
相

当
の

退
職

共
済

年
金

の
受

給
権

者
と

老
齢

相
当

の
老

齢
厚

生
年

金
の

受
給

権
者

の
平

均
で

あ
る

。

厚
生
年
金
計

平
均
年
金
月
額

（
老
齢
基
礎
年
金
分
を
含
む
）

区
分

旧
厚
生
年
金

国
共
済

地
共
済

私
学
共
済

（
令
和
５

(
2
0
2
3
)
年

度
末

）

１
０

．
老

齢
・退

年
相

当
の

平
均

年
金

月
額

（推
計

）

共
済

組
合

等
の

共
済

年
金

に
は

職
域

加
算

部
分

が
含

ま
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

こ
れ

を
除

い
た

厚
生

年
金

相
当

部
分

の
年

金
額

を
推

計
し

て
い

る
。

厚
生

年
金

計
で

の
平

均
年

金
月

額
は

15
.1

万
円

、
男

女
別

で
は

男
性

16
.9

万
円

、
女

性
11

.6
万

円
と

な
っ

て
い

る
。

共
済

組
合

等
の

職
域

加
算

部
分

を
除

い
た

報
告

書
1

4
3
、

1
4

4

ペ
ー

ジ

男
性

で
は

、
平

均
加

入
期

間
は

旧
厚

生
年

金
の

方
が

国
共

済
及

び
私

学
共

済
よ

り
長

い
も

の
の

、
年

金
額

の
算

定
基

礎
と

な
る

標
準

報
酬

額
が

共
済

組
合

等
の

方
が

高
い

と
考

え
ら

れ
る

こ
と

、
共

済
組

合
等

に
お

け
る

受
給

権
者

の
年

齢
が

旧
厚

生
年

金
よ

り
高

い
こ

と
か

ら
、

平
均

年
金

月
額

に
差

が
生

じ
て

い
る

と
考

え
ら

れ
る

。

女
性

で
は

、
年

金
額

の
算

定
基

礎
と

な
る

標
準

報
酬

額
に

差
が

あ
る

と
考

え
ら

れ
る

こ
と

、
共

済
組

合
等

の
平

均
加

入
期

間
が

旧
厚

生
年

金
よ

り
も

相
当

程
度

長
い

こ
と

、
国

共
済

及
び

私
学

共
済

に
お

い
て

は
受

給
権

者
の

年
齢

が
旧

厚
生

年
金

よ
り

高
く
な

っ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
平

均
年

金
月

額
に

差
が

生
じ

て
い

る
と

考
え

ら
れ

る
。
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05

1
0

1
5

2
0

2
5

-6
4

6
5

-6
9

7
0

-7
4

7
5

-7
9

8
0

-8
4

8
5

-8
9

9
0

-

男
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

女
性

（
令

和
5

(2
0

2
3

)年
度

末
）

男
性

（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）
女

性
（
平

成
3

0
(2

0
1

8
)年

度
末

）

男
性

（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）
女

性
（
平

成
2

5
(2

0
1

3
)年

度
末

）

年
齢

（
歳

）

平
均

年
金

月
額

（
万

円
）

男
性

女
性

旧
厚
生
年
金

注
平

均
年

金
月

額
に

は
基

礎
年

金
分

を
含

む
。

１
１

．
老

齢
相

当
の

受
給

権
者

の
年

齢
階

級
別

平
均

年
金

月
額

旧
厚

生
年

金
の

平
均

年
金

月
額

は
、

受
給

権
者

全
体

の
平

均
加

入
期

間
が

伸
長

す
る

な
か

で
、

減
少

傾
向

に
あ

る
が

、
そ

の
要

因
と

し
て

、
①

報
酬

比
例

部
分

の
給

付
乗

率
の

引
下

げ
②

定
額

部
分

の
定

額
単

価
の

引
下

げ
③

定
額

部
分

の
支

給
開

始
年

齢
の

引
上

げ
④

加
給

年
金

の
対

象
者

の
減

少
⑤

年
金

額
改

定
率

※
⑥

特
例

水
準

の
解

消
（年

金
額

の
マ

イ
ナ

ス
改

定
）

が
考

え
ら

れ
る

。

平
成

2
5
(2

0
1
3
)年

度
末

か
ら

平
成

3
0
(2

0
1
8
)年

度
末

に
か

け
て

は
、

③
定

額
部

分
の

支
給

開
始

年
齢

の
引

上
げ

の
影

響
が

あ
る

。

配
偶

者
に

係
る

加
給

年
金

が
配

偶
者

が
6
5
歳

に
達

す
る

と
加

算
さ

れ
な

く
な

る
影

響
も

あ
る

。

報
告

書
1

5
6
～

1
5

9

ペ
ー

ジ

平
成

2
5
(2

0
1
3
)年

度
末

か
ら

平
成

3
0
(2

0
1
8
)年

度
末

に
か

け
て

は
、

（
①

給
付

乗
率

や
②

定
額

単
価

の
引

下
げ

の
ほ

か
、

）
⑥

特
例

水
準

の
解

消
の

影
響

も
あ

る
。

平
均

加
入

期
間

は
年

齢
の

低
い

世
代

ほ
ど

伸
長

し
て

い
る

一
方

で
、

昭
和

2
1(

1
9
46

)年
4
月

1
日

以
前

生
ま

れ
（
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
末

で
78

歳
以

上
）
の

者
は

年
齢

が
低

い
ほ

ど
①

報
酬

比
例

部
分

の
給

付
乗

率
や

②
定

額
部

分
の

定
額

単
価

は
引

き
下

げ
ら

れ
て

い
る

。

※
平

成
2
5
(2

01
3
)年

度
以

降
で

は
⑥

以
外

に
平

成
2
9
(2

0
1
7)

年
度

、
令

和
３

(2
0
2
1
)年

度
、

令
和

４
（2

0
2
2
）
年

度
が

マ
イ

ナ
ス

改
定
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0

2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

1
2
0

男
性

（
老

齢
相

当
）

女
性

（
老

齢
相

当
）

第
１

四
分

位
数

第
３

四
分

位
数

中
位

数

男
性

（
老

齢
相

当
）

年
金

月
額

（
万

円
以

上
・
万

円
未

満
）

受
給

権
者

数
（
万

人
）

旧
厚

生
年

金
（
基

礎
年

金
を

含
む

）

基
礎

年
金

月
額

の
平

均
は

男
性

（
老

齢
相

当
）

5
8
,4

8
7
円

女
性

（
老

齢
相

当
）

5
1
,0

8
3
円

女
性

男
性

中
位

数

第
１

四
分

位
数

第
３

四
分

位
数

女
性

（
老

齢
相

当
）

１
２

．
老

齢
相

当
の

年
金

月
額

階
級

別
受

給
権

者
数

基
礎

年
金

を
含

む
額

で
、

男
性

は
1
7
～

1
9
万

円
に

、
女

性
は

9
～

1
1
万

円
に

ピ
ー

ク
が

あ
る

。報
告

書

1
6

0
～

1
6

2
ペ

ー
ジ

（
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
末

）
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１
３

．
令

和
５

(2
02

3
)年

度
の

単
年

度
収

支
状

況

１
４

．
厚

生
年

金
の

保
険

料
収

入
の

増
減

要
因

の
分

析

１
５

．
国

民
年

金
勘

定
の

現
年

度
保

険
料

収
入

の
増

減
要

因
の

分
析財

政
収

支
の

現
状

（
第

２
章

第
３

節
よ

り
抜

粋
）
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１
３

．
令

和
５

(2
02

3
)年

度
の

単
年

度
収

支
状

況

○
「
運

用
損

益
分

を
除

い
た

単
年

度
収

支
残

」と
「
運

用
損

益
」
に

分
け

て
分

析
し

て
い

る
。

○
公

的
年

金
制

度
全

体
で

み
る

と
、

収
入

面
で

は
、

保
険

料
収

入
が

41
.8

兆
円

、
国

庫
・
公

経
済

負
担

が
12

.1
兆

円
等

で
あ

り
、

運
用

損
益

分
を

除
い

た
単

年
度

の
収

入
総

額
は

54
.4

兆
円

。
支

出
面

で
は

、
年

金
給

付
費

が
54

.1
兆

円
で

あ
り

、
支

出
総

額
は

5
4
.5

兆
円

。
こ

の
結

果
、

運
用

損
益

分
を

除
い

た
単

年
度

収
支

残
は

0.
1兆

円
の

マ
イ

ナ
ス

。
○

運
用

損
益

は
、

時
価

ベ
ー

ス
で

5
3
.6

兆
円

の
プ

ラ
ス

。
○

こ
れ

ら
の

結
果

、
公

的
年

金
制

度
全

体
の

時
価

ベ
ー

ス
の

年
度

末
積

立
金

は
前

年
度

末
に

比
べ

53
.5

兆
円

増
加

し
3
0
4
.0

兆
円

。

報
告

書

1
7

0
～

1
7

5
ペ

ー
ジ

厚
生

年
金

計
国

民
年

金
勘

定
基

礎
年

金
勘

定
億

円
億

円
億

円
億

円

時
価

ベ
ー

ス
2
,
3
4
1
,
5
6
7
 
 

1
0
4
,
5
1
8
 

5
8
,
7
1
7
 

2
,
5
0
4
,
8
0
2
 

 
総

額
5
1
4
,
4
6
1
 
 

3
2
,
9
8
9
 

2
3
0
,
7
1
7
 

5
4
3
,
9
0
4
 

（
再

掲
）

保
険

料
収

入
4
0
4
,
1
5
7
 
 

1
3
,
3
5
2
 

・
 

4
1
7
,
5
0
9
 

（
再

掲
）

国
庫

・
公

経
済

負
担

1
0
2
,
7
6
2
 
 

1
8
,
2
7
2
 

・
 

1
2
1
,
0
3
4
 

（
再

掲
）

基
礎

年
金

交
付

金
2
,
3
5
1
 
 

1
,
3
3
5
 

・
 

①
 

（
再

掲
）

基
礎

年
金

拠
出

金
収

入
・

 
・

 
2
3
0
,
5
7
8
 

②
 

 
総

額
4
9
3
,
3
2
2
 
 

3
5
,
0
1
1
 

2
5
0
,
6
3
3
 

5
4
4
,
7
0
3
 

（
再

掲
）

給
付

費
2
9
1
,
9
7
2
 
 

2
,
0
7
5
 

2
4
6
,
9
4
5
 

5
4
0
,
9
9
1
 

（
再

掲
）

基
礎

年
金

拠
出

金
1
9
8
,
8
0
8
 
 

3
1
,
7
6
9
 

・
 

②
 

（
再

掲
）

基
礎

年
金

相
当

給
付

費
 (

基
礎

年
金

交
付

金
)

・
 

・
 

3
,
6
8
6
 

①
 

2
1
,
1
3
9
 
 

△
2
,
0
2
2
 

△
1
9
,
9
1
6
 

△
7
9
9
 

時
価

ベ
ー

ス
5
1
2
,
9
9
6
 
 

2
2
,
5
6
7
 

3
 

5
3
5
,
5
6
6
 

時
価

ベ
ー

ス
4
4
0
 
 

1
1
0
 

-
 

5
5
0
 

時
価

ベ
ー

ス
2
,
8
7
6
,
1
4
2
 
 

1
2
5
,
1
7
3
 

3
8
,
8
0
4
 

3
,
0
4
0
,
1
1
9
 

年
度

末
積

立
金

の
対

前
年

度
増

減
額

時
価

ベ
ー

ス
5
3
4
,
5
7
5
 
 

2
0
,
6
5
4
 

△
 
1
9
,
9
1
3
 

5
3
5
,
3
1
7
 

注
1

注
2

注
3

国
民

年
金

公
的

年
金

制
度

全
体

収 　 入

（ 単 年 度 ）

支 　 出

（ 単 年 度 ）

運
用

損
益

分
を

除
い

た
単

年
度

収
支

残
(
㋑

)

前
年

度
末

積
立

金
（

㋐
）

区
　

分

厚
生
年
金
計
は
、
厚
生
年
金
全
体
と
し
て
の
財
政
収
支
状
況
を
と
ら
え
る
た
め
、
厚
生
年
金
実
施
機
関
間
で
の
や
り
と
り
を
収
入
・
支
出
両
面
か
ら
除
い
て
い
る
。
ま
た
、
公
的
年
金
制
度
全
体
は
、
同
様
に
、
公
的
年
金
制
度
内
で

の
や
り
と
り
（
基
礎
年
金
拠
出
金
②
・
基
礎
年
金
交
付
金
①
）
を
収
入
・
支
出
両
面
か
ら
除
い
て
い
る
。

「
そ
の
他
（
㋓
）
」
に
計
上
し
て
い
る
額
は
、
厚
生
年
金
勘
定
及
び
国
民
年
金
（
国
民
年
金
勘
定
）
の
「
業
務
勘
定
か
ら
積
立
金
へ
の
繰
入
れ
」
で
あ
る
。

厚
生
年
金
計
及
び
公
的
年
金
制
度
全
体
に
は
、
厚
生
年
金
基
金
が
代
行
し
て
い
る
部
分
を
含
ま
な
い
。

運
用

損
益

（
㋒

）

そ
の

他
（

㋓
）

年
度

末
積

立
金

（
㋐

＋
㋑

＋
㋒

＋
㋓

）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                           概要 

 - 25 - 

厚
生
年
金
勘
定

国
共
済

地
共
済

私
学
共
済

％
％

％
％

 保
険
料
収
入
の
対
前
年
度
増
減
率

3.
3 
 

1.
0 
 

△
0.
1 
 

3.
7 
 

1.
8 
 

△
0.
7 
 

△
1.
6 
 

1.
1 
 

1.
4 
 

1.
9 
 

1.
6 
 

0.
3 
 

－
  

－
  

－
  

2.
2 
 

0.
0 
 

△
0.
2 
 

△
0.
0 
 

0.
1 
 

注
１

要
因

別
の

寄
与

分
は

推
計

値
で

あ
り

、
前

年
度

の
保

険
料

収
入

に
対

す
る

率
で

表
し

て
い

る
。

注
２

被
保

険
者

数
は

、
年

度
間

平
均

値
を

用
い

て
い

る
。

区
分

要 因 別 の 寄 与 分

 被
保
険
者
数

 １
人
当
た
り
標
準
報
酬
額

 保
険
料
率

 そ
の
他

厚
生

年
金

の
保

険
料

収
入

の
推

移

厚
生

年
金

勘
定

国
共

済
地

共
済

私
学

共
済

厚
生

年
金

計
平

成

/
令

和
(西

暦
)

億
円

億
円

億
円

億
円

億
円

4
(2

0
2
2
)

3
4
0
,5

8
3
　

1
2
,8

1
4
　

3
4
,1

9
7
　

5
,1

4
4
　

3
9
2
,7

3
7
　

5
(2

0
2
3
)

3
5
1
,7

0
2
　

1
2
,9

4
7
　

3
4
,1

7
4
　

5
,3

3
4
　

4
0
4
,1

5
7
　

対
前

年
度

増
減

率
　

（
％

）

5
(2

0
2
3
)

3
.3

1
.0

　
△

0
.1

　
3
.7

　
2
.9

　

注
厚

生
年

金
勘

定
及

び
厚

生
年

金
計

に
は

、
厚

生
年

金
基

金
が

代
行

し
て

い
る

部
分

を
含

ま
な

い
。

年
度

１
人

当
た

り
標

準
報

酬
額

の
増

加
が

、
保

険
料

収
入

を
増

加
さ

せ
る

方
向

に
寄

与
。

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
中

に
保

険
料

率
が

引
き

上
げ

ら
れ

た
こ

と
が

保
険

料
収

入
を

増
加

さ
せ

る
方

向
に

寄
与

。

被
保

険
者

数
の

増
加

が
、

保
険

料
収

入
を

増
加

さ
せ

る
方

向
に

寄
与

。

１
４

．
厚

生
年

金
の

保
険

料
収

入
の

増
減

要
因

の
分

析
報

告
書

1
7

9
、

1
8

0
ペ

ー
ジ

被
保

険
者

数
の

減
少

が
、

保
険

料
収

入
を

減
少

さ
せ

る
方

向
に

寄
与

。
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令
和

3
4

5
(
2
0
2
1
)

(
2
0
2
2
)

(
2
0
2
3
)

％
％

％

 
現

年
度

保
険

料
収

入
の

対
前

年
度

増
減

率
0
.
7
 
 

2
.
3
 
 

△
2
.
8
 
 

△
1
.
1
 
 

△
1
.
4
 
 

△
1
.
8
 
 

△
3
.
1
 
 

△
0
.
7
 
 

△
0
.
8
 
 

0
.
5
 
 

△
0
.
1
 
 

△
0
.
4
 
 

3
.
3
 
 

3
.
0
 
 

2
.
0
 
 

1
.
1
 
 

1
.
5
 
 

△
1
.
8
 
 

注
１

要
因

別
の

寄
与

分
は

推
計

値
で

あ
り

、
前

年
度

の
現

年
度

保
険

料
収

入
に

対
す

る
率

で
表

し
て

い
る

。
注

２
被

保
険

者
数

及
び

保
険

料
免

除
被

保
険

者
数

割
合

は
、

年
度

間
平

均
値

を
用

い
て

い
る

。
注

３
保

険
料

額
は

、
収

納
月

を
考

慮
し

て
加

重
平

均
し

て
い

る
。

区
分

要 因 別 の 寄 与 分

 
被

保
険

者
数

 
保

険
料

免
除

被
保

険
者

数
割

合

 
保

険
料

額

 
現

年
度

納
付

率

 
そ

の
他

現
年

度
保

険
料

過
年

度
保

険
料

令
和

(西
暦

)
億

円
億

円
億

円
％

％
円

3
(2

0
2
1
)

1
3
,4

9
6
　

1
2
,8

3
6
　

6
6
0
　

7
3
.9

　
8
3
.1

　
1
6
,6

1
0
　

4
(2

0
2
2
)

1
3
,8

0
2
　

1
3
,1

3
5
　

6
6
7
　

7
6
.1

　
1
6
,5

9
0
　

5
(2

0
2
3
)

1
3
,3

5
2
　

1
2
,7

6
5
　

5
8
7
　

7
7
.6

　
1
6
,5

2
0
　

対
前

年
度

増
減

率
　

（
％

）
対

前
年

度
増

減
差

3
(2

0
2
1
)

1
.0

　
0
.7

　
7
.1

　
2
.4

　
2
.4

　

4
(2

0
2
2
)

2
.3

　
2
.3

　
1
.1

　
2
.2

　

5
(2

0
2
3
)

△
3
.3

　
△

2
.8

　
△

1
2
.0

　
1
.6

　

注
１

注
２

保
険

料
は

過
去

２
年

分
の

納
付

が
可

能
で

あ
り

、
最

終
納

付
率

と
は

、
過

年
度

に
納

付
さ

れ
た

も
の

を
加

え
た

納
付

率
で

あ
る

。

納
付

率
と

は
、

納
付

対
象

月
数

に
対

す
る

納
付

月
数

の
割

合
で

あ
る

。
納

付
対

象
月

数
と

は
、

当
該

年
度

分
の

保
険

料
と

し
て

納

付
す

べ
き

月
数

（
法

定
免

除
月

数
、

申
請

全
額

免
除

月
数

、
学

生
納

付
特

例
月

数
及

び
納

付
猶

予
月

数
を

含
ま

な
い

）
で

あ
り

、

納
付

月
数

は
そ

の
う

ち
当

該
年

度
中

（
翌

年
度

４
月

末
ま

で
）

に
実

際
に

納
付

さ
れ

た
月

数
で

あ
る

。
な

お
、

納
付

対
象

月
数

、

納
付

月
数

と
も

に
保

険
料

一
部

納
付

者
に

つ
い

て
も

１
月

と
計

数
し

て
い

る
。

保
険

料
保

険
料

収
入

年
度

現
年

度
納

付
率

最
終

納
付

率

保
険

料
免

除
被

保
険

者
数

割
合

の
上

昇
が

保
険

料
収

入
を

減
少

さ
せ

る
方

向
に

寄
与

。

納
付

率
の

上
昇

が
保

険
料

収
入

を
増

加
さ

せ
る

方
向

に
寄

与
。

国
民

年
金

第
１

号
被

保
険

者
数

の
減

少
が

保
険

料
収

入
を

減
少

さ
せ

る
方

向
に

寄
与

。

１
５

．
国

民
年

金
勘

定
の

現
年

度
保

険
料

収
入

の
増

減
要

因
の

分
析

報
告

書

1
8

2
～

1
8

5
ペ

ー
ジ

国
民

年
金

保
険

料
額

の
名

目
額

で
の

低
下

が
保

険
料

収
入

を
減

少
さ

せ
る

方
向

に
寄

与
。
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１
６

．
合

計
特

殊
出

生
率

と
65

歳
平

均
余

命
の

実
績

と
前

提
と

の
比

較

１
７

．
物

価
上

昇
率

の
実

績
と

前
提

と
の

比
較

１
８

．
実

質
賃

金
上

昇
率

の
実

績
と

前
提

と
の

比
較

１
９

．
実

質
的

な
運

用
利

回
り

の
実

績
と

前
提

と
の

比
較

２
０

．
労

働
力

率
の

実
績

と
前

提
と

の
比

較

２
１

．
被

保
険

者
数

の
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較

２
２

．
受

給
者

数
の

実
績

と
将

来
見

通
し

と
の

比
較

２
３

．
保

険
料

収
入

の
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較

２
４

．
給

付
費

の
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較

２
５

．
基

礎
年

金
拠

出
金

の
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較

２
６

．
積

立
金

の
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較

２
７

．
財

政
指

標
の

実
績

と
将

来
見

通
し

と
の

比
較

財
政

収
支

等
及

び
財

政
指

標
の

実
績

と
将

来
見

通
し

と
の

比
較

（
第

３
章

第
２

、
３

節
よ

り
抜

粋
）
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１
６

．
合

計
特

殊
出

生
率

と
6
5
歳

平
均

余
命

の
実

績
と

前
提

と
の

比
較

○
合

計
特

殊
出

生
率

に
つ

い
て

、
令

和
５

(2
0
2
3
)年

の
実

績
は

、
前

年
よ

り
0
.0

6
ポ

イ
ン

ト
低

下
し

、
将

来
推

計
人

口
（
平

成
2
9
(2

0
1
7
)年

推
計

）※
に

お
け

る
出

生
低

位
の

仮
定

値
を

下
回

っ
て

い
る

。
○

6
5
歳

平
均

余
命

に
つ

い
て

、
令

和
５

(2
0
2
3
)年

の
実

績
は

、
前

年
よ

り
男

女
と

も
0
.0

8
年

上
昇

し
た

も
の

の
、

男
女

と
も

に
将

来
推

計
人

口
（平

成
2
9
(2

0
1
7
)年

推
計

）※
に

お
け

る
死

亡
高

位
の

仮
定

値
を

下
回

っ
て

い
る

。
※

令
和

５
(2

0
2
3
)年

４
月

に
新

た
な

将
来

推
計

人
口

（
令

和
５

年
推

計
）
が

公
表

さ
れ

て
い

る
が

、
こ

こ
で

は
実

績
を

令
和

元
(2

0
1
9
)年

財
政

検
証

の
基

礎
と

な
っ

た
平

成
2
9
(2

0
1
7
)年

人
口

推
計

に
お

け
る

仮
定

値
と

比
較

し
て

い
る

。

報
告

書
2

3
5
～

2
3

7

ペ
ー

ジ
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１
７

．
物

価
上

昇
率

の
実

績
と

前
提

と
の

比
較

令
和

５
(2

0
2
3
)年

の
実

績
は

前
年

比
3
.2

％
に

な
っ

て
お

り
、

成
長

実
現

ケ
ー

ス
、

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

ケ
ー

ス
の

い
ず

れ
の

前
提

も
上

回
っ

て
い

る
。

注
「
成

長
実

現
ケ

ー
ス

」
は

財
政

検
証

に
お

け
る

ケ
ー

ス
Ⅰ

～
Ⅲ

、
「
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
ケ

ー
ス

」
は

ケ
ー

ス
Ⅳ

～
Ⅵ

と
接

続
。

報
告

書

2
4

0
、

2
4

1
ペ

ー
ジ
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１
８

．
実

質
賃

金
上

昇
率

の
実

績
と

前
提

と
の

比
較

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
の

実
質

賃
金

上
昇

率
（対

物
価

上
昇

率
で

み
た

賃
金

上
昇

率
）
の

実
績

は
、

物
価

上
昇

の
影

響
に

よ
り

、
財

政
検

証
に

お
け

る
い

ず
れ

の
ケ

ー
ス

の
前

提
も

下
回

っ
て

い
る

。

報
告

書

2
4

2
、

2
4

3
ペ

ー
ジ

注
「
成

長
実

現
ケ

ー
ス

」
は

財
政

検
証

に
お

け
る

ケ
ー

ス
Ⅰ

～
Ⅲ

、
「
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
ケ

ー
ス

」
は

ケ
ー

ス
Ⅳ

～
Ⅵ

と
接

続
。
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１
９

．
実

質
的

な
運

用
利

回
り

の
実

績
と

前
提

と
の

比
較

令
和

５
(2

0
2
3)

年
度

の
実

質
的

な
運

用
利

回
り

（
対

名
目

賃
金

上
昇

率
で

み
た

運
用

利
回

り
）の

実
績

は
、

国
内

外
の

株
価

の
上

昇
や

円
安

等
に

よ
り

、
財

政
検

証
に

お
け

る
い

ず
れ

の
ケ

ー
ス

の
前

提
も

上
回

っ
て

い
る

。

運
用

利
回

り
に

つ
い

て
実

績
と

財
政

検
証

に
お

け
る

前
提

と
を

比
較

す
る

際
に

は
、

公
的

年
金

で
は

保
険

料
や

新
規

裁
定

の
給

付
費

が
名

目
賃

金
上

昇
率

を
基

本
と

し
て

増
減

す
る

こ
と

か
ら

、
長

期
的

な
観

点
か

ら
は

、
実

質
的

な
運

用
利

回
り

に
よ

り
比

較
す

る
こ

と
が

適
当

。

報
告

書

2
4

5
～

2
4

7
ペ

ー
ジ

注
１

厚
生

年
金

計
（
５

年
移

動
平

均
）
は

、
平

成
2
7(

2
0
1
5
)年

度
以

降
は

厚
生

年
金

計
、

平
成

2
6
(2

0
1
4)

年
度

以
前

は
旧

厚
生

年
金

に
お

け
る

実
質

的
な

運
用

利
回

り
に

つ
い

て
、

そ
の

年
度

以
前

の
５
年

度
分

を
平

均
し

た
も

の
で

あ
る

。
注

２
「
成

長
実

現
ケ

ー
ス

」
は

財
政

検
証

に
お

け
る

ケ
ー

ス
Ⅰ

～
Ⅲ

、
「
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
ケ

ー
ス

」
は

ケ
ー

ス
Ⅳ

～
Ⅵ

と
接

続
。
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２
０

．
労

働
力

率
の

実
績

と
前

提
と

の
比

較

令
和

５
(2

0
2
3
)年

の
実

績
と

労
働

参
加

が
進

む
ケ

ー
ス

の
令

和
７

(2
0
2
5
)年

の
推

計
値

を
比

較
す

る
と

※
、

男
性

で
は

1
5
～

2
4
歳

及
び

6
0
歳

以
上

、
女

性
で

は
1
5
～

3
4
歳

及
び

6
0
歳

以
上

に
お

い
て

、
実

績
が

推
計

値
を

上
回

っ
て

い
る

。
※

比
較

し
て

い
る

推
計

値
が

実
績

よ
り

２
年

先
の

も
の

で
あ

る
こ

と
に

留
意

が
必

要
。

報
告

書

2
4

8
～

2
5

0
ペ

ー
ジ

注
「
労

働
参

加
が

進
む

ケ
ー

ス
」
は

財
政

検
証

に
お

け
る

ケ
ー

ス
Ⅰ

～
Ⅲ

、
「
労

働
参

加
が

一
定

程
度

進
む

ケ
ー

ス
」
は

ケ
ー

ス
Ⅳ

・
Ⅴ

、
「
労

働
参

加
が

進
ま

な
い

ケ
ー

ス
」
は

ケ
ー

ス
Ⅵ

に
対

応
。
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注
「
労

働
参

加
が

進
む

ケ
ー

ス
」
は

財
政

検
証

に
お

け
る

ケ
ー

ス
Ⅰ

～
Ⅲ

、
「
労

働
参

加
が

一
定

程
度

進
む

ケ
ー

ス
」
は

ケ
ー

ス
Ⅳ

・
Ⅴ

に
対

応
。

２
１

．
被

保
険

者
数

の
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較
報

告
書

2
5

3
、

2
5

4
ペ

ー
ジ

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
は

、
い

ず
れ

の
ケ

ー
ス

に
お

い
て

も
厚

生
年

金
計

で
は

実
績

（下
図

の
★

印
）
が

将
来

見
通

し
（棒

グ
ラ

フ
）を

上
回

っ
て

お
り

、
国

民
年

金
第

１
号

被
保

険
者

で
は

実
績

が
将

来
見

通
し

を
下

回
っ

て
い

る
。

44
.3

 
44

.4
 

44
.4

 
44

.3
 

44
.2

 
44

.3
 

44
.2

 
44

.0
 

43
.8

 
43

.5
 

45
.0

 
45

.3
 

45
.6

 

46
.1

 

46
.8

 

4041424344454647484950

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

（百
万

人
）

厚
生

年
金

計

見
通

し
（令

和
元

(2
01

9)
年

財
政

検
証

労
働

参
加

が
進

む
ケ

ー
ス

）

見
通

し
（令

和
元

(2
01

9)
年

財
政

検
証

労
働

参
加

が
一

定
程

度
進

む
ケ

ー
ス

）

実
績

（年
度

）

14
.6

 
14

.4
 

14
.2

 
14

.0
 

13
.8

 

14
.6

 
14

.5
 

14
.4

 
14

.3
 

14
.1

 

14
.3

 
14

.3
 

14
.1

 
13

.9
 

13
.7

 

1011121314151617181920

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

（百
万

人
）

国
民

年
金

第
１

号

見
通

し
（令

和
元

(2
01

9)
年

財
政

検
証

労
働

参
加

が
進

む
ケ

ー
ス

）

見
通

し
（令

和
元

(2
01

9)
年

財
政

検
証

労
働

参
加

が
一

定
程

度
進

む
ケ

ー
ス

）

実
績

（年
度

）
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注
「
労

働
参

加
が

進
む

ケ
ー

ス
」
は

財
政

検
証

に
お

け
る

ケ
ー

ス
Ⅰ

～
Ⅲ

、
「
労

働
参

加
が

一
定

程
度

進
む

ケ
ー

ス
」
は

ケ
ー

ス
Ⅳ

・
Ⅴ

に
対

応
。

２
２

．
受

給
者

数
の

実
績

と
将

来
見

通
し

と
の

比
較

報
告

書

2
5

6
、

2
5

7
ペ

ー
ジ

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
は

、
い

ず
れ

の
ケ

ー
ス

に
お

い
て

も
厚

生
年

金
計

で
は

実
績

（下
図

の
★

印
）
が

将
来

見
通

し
（棒

グ
ラ

フ
）を

下
回

っ
て

お
り

、
基

礎
年

金
で

は
実

績
が

将
来

見
通

し
と

ほ
ぼ

同
水

準
で

あ
る

。

40
.2

 
41

.1
 

42
.1

 
42

.4
 

42
.7

 

40
.2

 
41

.1
 

42
.1

 
42

.4
 

42
.7

 

40
.2

 
40

.5
 

40
.8

 
41

.0
 

41
.1

 

253035404550

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

（百
万

人
）

厚
生

年
金

計

見
通

し
（令

和
元

(2
01

9)
年

財
政

検
証

労
働

参
加

が
進

む
ケ

ー
ス

）

見
通

し
（令

和
元

(2
01

9)
年

財
政

検
証

労
働

参
加

が
一

定
程

度
進

む
ケ

ー
ス

）

実
績

（年
度

）

35
.9

 
36

.2
 

36
.3

 
36

.5
 

36
.6

 
35

.9
 

36
.2

 
36

.3
 

36
.5

 
36

.6
 

35
.9

 
36

.2
 

36
.4

 
36

.4
 

36
.5

 

253035404550

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

（百
万

人
）

基
礎

年
金

見
通

し
（令

和
元

(2
01

9)
年

財
政

検
証

労
働

参
加

が
進

む
ケ

ー
ス

）

見
通

し
（令

和
元

(2
01

9)
年

財
政

検
証

労
働

参
加

が
一

定
程

度
進

む
ケ

ー
ス

）

実
績

（年
度

）
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２
３

．
保

険
料

収
入

の
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較
報

告
書

2
5

8
、

2
5

9
ペ

ー
ジ

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
は

、
厚

生
年

金
計

で
は

い
ず

れ
の

ケ
ー

ス
に

お
い

て
も

実
績

（下
図

の
★

印
）
が

将
来

見
通

し
（棒

グ
ラ

フ
）を

上
回

っ
て

い
る

。
国

民
年

金
（国

民
年

金
勘

定
）
で

は
実

績
は

ケ
ー

ス
Ⅰ

と
ケ

ー
ス

Ⅲ
の

将
来

見
通

し
を

上
回

っ
て

お
り

、
ケ

ー
ス

Ⅴ
の

将
来

見
通

し
を

下
回

っ
て

い
る

。

3
7.

2
3

7
.7

3
8

.2
3

8
.8

3
9.

7
3

7
.2

3
7

.7
3

8
.2

3
8

.8
3

9.
7

3
7

.2
3

7
.6

3
7

.8
3

8.
0

3
8.

2

3
7

.8
3

7
.3

3
8.

7
3

9
.3

4
0

.5

30354045

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

（兆
円

）
厚

生
年

金
計

ケ
ー

ス
Ⅰ

ケ
ー

ス
Ⅲ

ケ
ー

ス
Ⅴ

実
績

（年
度

）

1
.3

0
1

.2
9

1
.2

9
1

.2
8

1
.2

8

1
.3

0
1

.2
9

1
.2

9
1

.2
8

1
.2

8

1
.3

0
1

.3
0

1
.3

0
1

.3
0

1
.3

1

1
.3

5

1
.2

9
1

.3
0

1
.3

3

1
.2

8

1
.0

1
.1

1
.21.
3

1
.4

1
.5

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

（兆
円

）
国

民
年

金
（国

民
年

金
勘

定
）

ケ
ー

ス
Ⅰ

ケ
ー

ス
Ⅲ

ケ
ー

ス
Ⅴ

実
績

（年
度

）
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２
４

．
給

付
費

の
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較
報

告
書

2
6

1
ペ

ー
ジ

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
は

、
厚

生
年

金
計

、
国

民
年

金
（国

民
年

金
勘

定
）

【
国

民
年

金
第

１
号

被
保

険
者

及
び

任

意
加

入
被

保
険

者
に

係
る

付
加

年
金

等
の

国
民

年
金

独
自

の
給

付
に

係
る

も
の

】
の

い
ず

れ
も

実
績

（
下

図
の

★
印

）が
将

来
見

通
し

（棒
グ

ラ
フ

）を
下

回
っ

て
い

る
。

注
．

基
礎

年
金

及
び

基
礎

年
金

に
相
当

す
る

旧
法

の
給

付
を

含
ま

な
い

。

28
.7

29
.1

29
.7

30
.2

30
.5

28
.7

29
.0

29
.6

30
.0

30
.1

28
.7

29
.0

29
.6

29
.9

29
.8

28
.6

28
.6

28
.7

28
.8

29
.4

253035

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

（兆
円

）
厚

生
年

金
計

ケ
ー

ス
Ⅰ

ケ
ー

ス
Ⅲ

ケ
ー

ス
Ⅴ

実
績

（年
度

）

97
3

95
3

93
4

91
3

89
1

97
3

95
3

93
4

91
3

89
1

97
3

95
3

93
4

91
3

89
1

97
6

95
9

93
8

91
3

88
7

80
0

90
0

1,
00

0

1,
10

0

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

（億
円

）
国

民
年

金
（国

民
年

金
勘

定
）

ケ
ー

ス
Ⅰ

ケ
ー

ス
Ⅲ

ケ
ー

ス
Ⅴ

実
績

国
民

年
金

第
１

号
被

保
険

者
及

び
任

意
加

入
被

保
険

者
に

係
る

付
加

年
金

等
の

国
民

年
金

独
自

の
給

付
に

係
る

も
の

（年
度

）

【
】
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２
５

．
基

礎
年

金
拠

出
金

の
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
は

、
厚

生
年

金
計

で
は

実
績

（下
図

の
★

印
）
が

将
来

見
通

し
（棒

グ
ラ

フ
）を

下
回

っ
て

お
り

、
国

民
年

金
（国

民
年

金
勘

定
）
で

は
実

績
が

将
来

見
通

し
と

ほ
ぼ

同
水

準
で

あ
る

。

報
告

書

2
6

2
～

2
6

4
ペ

ー
ジ

20
.8

21
.1

21
.3

21
.6

21
.9

20
.8

21
.1

21
.3

21
.6

21
.9

20
.8

21
.1

21
.3

21
.5

21
.6

20
.7

21
.0

21
.1

21
.1

21
.5

1015202530

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

（兆
円

）
厚

生
年

金
計

ケ
ー

ス
Ⅰ

ケ
ー

ス
Ⅲ

ケ
ー

ス
Ⅴ

実
績

（年
度

）

2.
9

2.
9

2.
9

2.
9

3.
0

2.
9

2.
9

2.
9

2.
9

3.
0

2.
9

2.
9

3.
0

3.
0

3.
0

2.
9

2.
9

2.
9

3.
0

3.
0

2.
0

2.
5

3.
0

3.
5

4.
0

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

（兆
円

）
国

民
年

金
（国

民
年

金
勘

定
）

ケ
ー

ス
Ⅰ

ケ
ー

ス
Ⅲ

ケ
ー

ス
Ⅴ

実
績（年

度
）
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２
６

．
積

立
金

の
実

績
と

将
来

見
通

し
と

の
比

較
報

告
書

2
6

6
ペ

ー
ジ

○
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
末

は
、

厚
生

年
金

計
、

国
民

年
金

（国
民

年
金

勘
定

）
の

い
ず

れ
も

実
績

（
下

図
の

★
印

）
が

将
来

見
通

し
（棒

グ
ラ

フ
）を

上
回

っ
て

い
る

。

○
時

価
評

価
に

よ
る

変
動

を
平

滑
化

し
た

後
※

の
積

立
金

額
（
下

図
の

○
印

、
令

和
２

(2
0
2
0
)年

度
か

ら
算

出
）に

つ
い

て
も

、
令

和
５

(2
0
2
3
)年

は
い

ず
れ

も
将

来
見

通
し

を
上

回
っ

て
い

る
。

※
時

価
ベ

ー
ス

の
運

用
収

益
と

過
去

の
平

均
収

益
の

差
額

に
つ

い
て

過
去

５
年

度
分

を
平

滑
化

し
て

積
立

金
評

価
に

反
映

1
1

.4
1

1
.4

1
1

.3
1

1
.1

1
1

.0

1
1

.4
1

1
.4

1
1

.3
1

1
.1

1
1

.0

1
1

.4
1

1
.3

1
1

.2
1

1
.1

1
1

.0

1
0

.7

1
2

.5
1

2
.7

1
2

.6

1
4

.5

1
1

.6
1

2
.1

1
2

.4

1
3

.4

8

1
0

1
2

1
4

1
6

2
0

1
9

2
0

2
0

2
0

2
1

2
0

2
2

2
0

2
3

（
兆

円
）

国
民

年
金

（
国

民
年

金
勘

定
）

ケ
ー

ス
Ⅰ

ケ
ー

ス
Ⅲ

ケ
ー

ス
Ⅴ

実
績

平
滑

化
後

（
年

度
末

）

2
0

1
.9

2
0

3
.7

2
0

5
.2

2
0

6
.7

2
0

8
.8

2
0

1
.9

2
0

3
.8

2
0

5
.4

2
0

7
.1

2
0

9
.5

2
0

1
.9

2
0

3
.6

2
0

4
.8

2
0

5
.8

2
0

6
.7

1
9

0
.5

2
3

3
.1

2
4

4
.6

2
4

8
.3

3
0

2
.0

2
1

6
.1

2
3

2
.5

2
4

5
.5

2
7

7
.0

1
0

0

1
5

0

2
0

0

2
5

0

3
0

0

3
5

0

2
0

1
9

2
0

2
0

2
0

2
1

2
0

2
2

2
0

2
3

（
兆

円
）

厚
生

年
金

計

ケ
ー

ス
Ⅰ

ケ
ー

ス
Ⅲ

ケ
ー

ス
Ⅴ

実
績

平
滑

化
後

（
年

度
末

）
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２
７

．
財

政
指

標
の

実
績

と
将

来
見

通
し

と
の

比
較

○
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
の

年
金

扶
養

比
率

は
、

厚
生

年
金

計
、

基
礎

年
金

と
も

に
実

績
が

将
来

見
通

し
を

上
回

っ
て

い
る

。
○

令
和

５
(2

02
3)

年
度

の
積

立
比

率
は

、
厚

生
年

金
計

、
国

民
年

金
（国

民
年

金
勘

定
）
と

も
に

実
績

が
将

来
見

通
し

を
上

回
っ

て
い

る
。

報
告

書
2

6
7
、

2
6

8
、

2
7

3
、

2
7

4
ペ

ー
ジ

年
金

扶
養

比
率

（
＝

被
保

険
者

数
／

老
齢

・
退

年
相

当
の

受
給

権
数

）

1
.5

2
.0

2
.5

3
.0

2
0

1
5

2
0

2
0

2
0

2
5

2
0

3
0

2
0

3
5

年
金

扶
養

比
率

厚
生
年
金

計

実
績

労
働

参
加

が
進

む
ケ

ー
ス

労
働

参
加

が
一

定
程

度
進

む
ケ

ー
ス

（
年

度
）

1
.5

2
.0

2
.5

3
.0

2
0

1
5

2
0

2
0

2
0

2
5

2
0

3
0

2
0

3
5

年
金

扶
養

比
率

基
礎
年
金

実
績

労
働

参
加

が
進

む
ケ

ー
ス

労
働

参
加

が
一

定
程

度
進

む
ケ

ー
ス （
年

度
）

456789

2
0

1
5

2
0

2
0

2
0

2
5

2
0

3
0

2
0

3
5

積
立

比
率

厚
生
年
金

計

実
績

ケ
ー

ス
Ⅰ

ケ
ー

ス
Ⅲ

ケ
ー

ス
Ⅴ

（
年

度
）

456789

2
0

1
5

2
0

2
0

2
0

2
5

2
0

3
0

2
0

3
5

積
立

比
率

国
民

年
金

（
国
民

年
金

勘
定

）

実
績

ケ
ー

ス
Ⅰ

ケ
ー

ス
Ⅲ

ケ
ー

ス
Ⅴ

（
年

度
）

積
立

比
率

（
＝

前
年

度
末

積
立

金
／

総
合

費
用

）
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２
８

．
積

立
金

の
実

績
と

将
来

見
通

し
の

乖
離

分
析

の
流

れ

２
９

．
積

立
金

の
実

績
と

将
来

見
通

し
の

発
生

年
度

ご
と

の
乖

離
状

況

３
０

．
積

立
金

の
乖

離
分

析
の

結
果

①
（令

和
５

(2
02

3)
年

度
発

生
分

）

３
１

．
積

立
金

の
乖

離
分

析
の

結
果

②
（令

和
元

(2
01

9)
年

度
～

令
和

５
(2

02
3)
年

度
発

生
分

）

３
２

．
厚

生
年

金
の

財
政

状
況

の
評

価
①

３
３

．
厚

生
年

金
の

財
政

状
況

の
評

価
②

３
４

．
公

的
年

金
の

財
政

状
況

の
評

価

積
立

金
の

乖
離

の
分

析
と

財
政

状
況

の
評

価
（
第

３
章

第
４

、
５

、
６

節
よ

り
抜

粋
）
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２
８

．
積

立
金

の
実

績
と

将
来

見
通

し
の

乖
離

分
析

の
流

れ
報

告
書

2
7

5
～

2
7

7
ペ

ー
ジ

（
A

）

（
B

2
0

1
9
）

（
B

2
0

1
9
－

１
）

（
B

2
0

1
9
－

２
）

（
C

2
0

1
9
－

１
）

（
C

2
0

1
9
－

２
）

 令
和

元
(2

0
1
9
)年

度
に

係
る

被
保

険
者

数
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与
（

C
2

0
1

9
－

３
－

１
）

 令
和

元
(2

0
1
9
)年

度
に

係
る

受
給

者
数

が
将

来
見

通
し

と
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

（
C

2
0

1
9
－

３
－

２
）

（
C

2
0

1
9
－

４
）

（
C

2
0

1
9
－

５
）

（
B

2
0

2
0
）

（
B

2
0

2
0
－

１
）

（
B

2
0

2
0
－

２
）

（
C

2
0

2
0
－

１
）

（
C

2
0

2
0
－

２
）

 令
和

２
(2

0
2
0
)年

度
に

係
る

被
保

険
者

数
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与
（

C
2

0
2

0
－

３
－

１
）

 令
和

２
(2

0
2
0
)年

度
に

係
る

受
給

者
数

が
将

来
見

通
し

と
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

（
C

2
0

2
0
－

３
－

２
）

（
C

2
0

2
0
－

４
）

（
C

2
0

2
0
－

５
）

…
…

…

（
B

2
0

2
3
）

（
B

2
0

2
3
－

１
）

（
B

2
0

2
3
－

２
）

（
C

2
0

2
3
－

１
）

（
C

2
0

2
3
－

２
）

 令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
に

係
る

被
保

険
者

数
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与
（

C
2

0
2

3
－

３
－

１
）

 令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
に

係
る

受
給

者
数

が
将

来
見

通
し

と
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

（
C

2
0

2
3
－

３
－

２
）

（
C

2
0

2
3
－

４
）

（
C

2
0

2
3
－

５
）

令 和 ５ ( 2 0 2 3 ) 年 度 末 に お け る 積 立 金 の 将 来 見 通 し か ら の 乖 離

（
C

2
0

2
0
－

３
）

（
C

2
0

2
3
－

３
）

（
C

2
0

1
9
－

３
）

（
C

2
0

1
9
）

（
C

2
0

2
0
）

（
C

2
0

2
3
）

令 和 ５ ( 2 0 2 3 ) 年 度 に 係 る 発 生 要 因 の 寄 与

　
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
に

係
る

　
名

目
運

用
利

回
り

が
　

将
来

見
通

し
と

　
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

　
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
に

係
る

実
質

的
な

運
用

利
回

り
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与

　
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
に

係
る

賃
金

上
昇

率
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与

　
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
に

係
る

　
運

用
損

益
を

除
い

た
収

支
残

が
　

将
来

見
通

し
と

　
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

　
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
に

係
る

賃
金

上
昇

率
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

り
保

険
料

収
入

が
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

　
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
に

係
る

賃
金

上
昇

率
・
物

価
上

昇
率

が
将

来
見

通
し

と
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
り

給
付

費
等

が
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

　
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
に

係
る

　
人

口
要

素
の

実
績

が
　

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

　
に

よ
る

寄
与

　
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
に

係
る

ス
ラ

イ
ド

調
整

率
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与

　
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
に

係
る

そ
の

他
の

要
因

に
よ

る
寄

与

令 和 元 ( 2 0 1 9 ) 年 度 に 係 る 発 生 要 因 の 寄 与

　
令

和
元

(2
0
1
9
)年

度
に

係
る

ス
ラ

イ
ド

調
整

率
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与

　
令

和
元

(2
0
1
9
)年

度
に

係
る

そ
の

他
の

要
因

に
よ

る
寄

与

平
成

3
0
(2

0
1
8
)年

度
末

の
実

績
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与

　
令

和
元

(2
0
1
9
)年

度
に

係
る

　
名

目
運

用
利

回
り

が
　

将
来

見
通

し
と

　
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

　
令

和
元

(2
0
1
9
)年

度
に

係
る

実
質

的
な

運
用

利
回

り
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与

　
令

和
元

(2
0
1
9
)年

度
に

係
る

賃
金

上
昇

率
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与

　
令

和
元

(2
0
1
9
)年

度
に

係
る

　
運

用
損

益
を

除
い

た
収

支
残

が
　

将
来

見
通

し
と

　
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

　
令

和
元

(2
0
1
9
)年

度
に

係
る

賃
金

上
昇

率
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

り
保

険
料

収
入

が
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

　
令

和
元

(2
0
1
9
)年

度
に

係
る

賃
金

上
昇

率
・
物

価
上

昇
率

が
将

来
見

通
し

と
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
り

給
付

費
等

が
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

　
令

和
元

(2
0
1
9
)年

度
に

係
る

　
人

口
要

素
の

実
績

が
　

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

　
に

よ
る

寄
与

　
令

和
２

(2
0
2
0
)年

度
に

係
る

賃
金

上
昇

率
・
物

価
上

昇
率

が
将

来
見

通
し

と
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
り

給
付

費
等

が
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

　
令

和
２

(2
0
2
0
)年

度
に

係
る

　
人

口
要

素
の

実
績

が
　

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

　
に

よ
る

寄
与

　
令

和
２

(2
0
2
0
)年

度
に

係
る

ス
ラ

イ
ド

調
整

率
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与

　
令

和
２

(2
0
2
0
)年

度
に

係
る

そ
の

他
の

要
因

に
よ

る
寄

与

…

令 和 ２ ( 2 0 2 0 ) 年 度 に 係 る 発 生 要 因 の 寄 与

　
令

和
２

(2
0
2
0
)年

度
に

係
る

　
名

目
運

用
利

回
り

が
　

将
来

見
通

し
と

　
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

　
令

和
２

(2
0
2
0
)年

度
に

係
る

実
質

的
な

運
用

利
回

り
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与

　
令

和
２

(2
0
2
0
)年

度
に

係
る

賃
金

上
昇

率
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

る
寄

与

　
令

和
２

(2
0
2
0
)年

度
に

係
る

　
運

用
損

益
を

除
い

た
収

支
残

が
　

将
来

見
通

し
と

　
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与

　
令

和
２

(2
0
2
0
)年

度
に

係
る

賃
金

上
昇

率
が

将
来

見
通

し
と

乖
離

し
た

こ
と

に
よ

り
保

険
料

収
入

が
乖

離
し

た
こ

と
に

よ
る

寄
与
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２
９

．
積

立
金

の
実

績
と

将
来

見
通

し
の

発
生

年
度

ご
と

の
乖

離
状

況

注
ケ

ー
ス
Ⅰ

、
ケ

ー
ス
Ⅴ

に
つ

い
て

も
、

同
様

の
結

果
と

な
る

。

厚
生

年
金

計
及

び
国

民
年

金
（国

民
年

金
勘

定
）
の

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
末

積
立

金
は

、
実

績
が

将
来

見
通

し
を

上
回

っ
て

い
る

が
、

こ
れ

は
、

主
に

令
和

２
(2

0
2
0
)年

度
、

令
和

３
(2

0
2
1
)年

度
及

び
令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
に

係
る

発
生

要
因

の
寄

与
計

の
合

計
が

令
和

元
(2

0
1
9
)年

度
に

係
る

発
生

要
因

の
マ

イ
ナ

ス
の

寄
与

計
を

上
回

っ
て

プ
ラ

ス
に

な
っ

て
い

る
こ

と
に

よ
る

。

報
告

書

2
7

8
～

2
8

3
ペ

ー
ジ

92
.4

4

0.
28

△
18

.4
4

56
.1

5

10
.3

6
1.

73

42
.3

7

△
40

△
2002040608010

0

20
23

年
度

末

実
績

の

将
来

見
通

し

か
ら

の
乖

離

20
18

年
度

末

積
立

金
の

乖
離

分

20
19

年
度

末

発
生

要
因

の

寄
与

計

20
20

年
度

末

発
生

要
因

の

寄
与

計

20
21

年
度

末

発
生

要
因

の

寄
与

計

20
22

年
度

末

発
生

要
因

の

寄
与

計

20
23

年
度

末

発
生

要
因

の

寄
与

計

（兆
円

）
厚

生
年

金
計

〈
ケ

ー
ス
Ⅲ

〉

3.
50

0.
05

△
1.

18

2.
50

0.
35

△
0.

02

1.
79

△
2

△
1012345

20
23

年
度

末

実
績

の

将
来

見
通

し

か
ら

の
乖

離

20
18

年
度

末

積
立

金
の

乖
離

分

20
19

年
度

末

発
生

要
因

の

寄
与

計

20
20

年
度

末

発
生

要
因

の

寄
与

計

20
21

年
度

末

発
生

要
因

の

寄
与

計

20
22

年
度

末

発
生

要
因

の

寄
与

計

20
23

年
度

末

発
生

要
因

の

寄
与

計

（兆
円

）
国

民
年

金
（国

民
年

金
勘

定
）

〈
ケ

ー
ス

Ⅲ
〉
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３
０

．
積

立
金

の
乖

離
分

析
の

結
果

①
（令

和
５

(2
0
2
3
)年

度
発

生
分

）

注
積

立
金

の
乖

離
を

要
因

別
に

取
り

出
し

て
集

約
し

、
ケ

ー
ス
Ⅰ

、
ケ

ー
ス
Ⅲ

、
ケ

ー
ス
Ⅴ

の
う

ち
の

最
大

値
及

び
最

小
値

を
表

示
し

た
も

の
で

あ
る

。

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
に

生
じ

た
厚

生
年

金
計

の
積

立
金

の
乖

離
（
4
2
.3

7
～

4
3
.6

9
兆

円
）は

、
名

目
運

用
利

回
り

の
乖

離
（4

0
.6

5
～

4
0
.9

3
兆

円
）
の

寄
与

が
、

国
民

年
金

の
積

立
金

の
乖

離
（1

.7
9
～

1
.8

2
兆

円
）

は
、

名
目

運
用

利
回

り
の

乖
離

（1
.8

1
兆

円
）の

寄
与

が
大

宗
を

占
め

て
い

る
。

報
告

書
2

7
9
、

2
8

4
ペ

ー
ジ

厚
生

年
金

計
国

民
年

金
積

立
金

へ
の

影
響

（収
入

項
目

）
（支

出
項

目
）

合
計

４２
．３

７～
４３

．６
９兆

円

名
目

運
用

利
回

り（
B2

02
3）

１．
５～

１．
７％

→
２１

．８
１％

運
用

損
益

　　
４

０
．

６
５

～
４

０
．

９
３

兆
円

賃
金

上
昇

率
（C

20
23

－
１）

１．
３～

２．
９％

→
１．

６８
％

 保
険

料
収

入
　

△
０
．
３
６
～
　
０
．
２
１
兆
円

年
金

改
定

率
（C

20
23

－
２）

（新
規

裁
定

者
）１

．０
～

１．
８％

→
２．

８％
（既

裁
定

者
）０

．７
～

１．
４％

→
２．

５％
給

付
費

　　
△
０
．
７
１
～
△
０
．
４
６
兆
円

被
保

険
者

数
（C

20
23

－
３－

１）
４３

．５
～

４４
．２

百
万

人
→

４６
．８

百
万

人
２
．
０
６
～
　
２
．
５
８
兆
円

受
給

者
数

（C
20

23
－

３－
２）

４２
．７

百
万

人
→

４１
．１

百
万

人
給

付
費

　　
１
．
１
８
～
　
１
．
１
９
兆
円

ス
ライ

ド調
整

率
（C

20
23

－
４）

△
０．

７～
△

０．
８％

→
△

０．
６％

給
付

費
　　

△
０
．
０
７
～
△
０
．
０
５
兆
円

そ
の

他
（C

20
23

－
５）

△
０
．
７
８
～
△
０
．
３
８
兆
円

乖
離

の
発

生
要

因

保
険

料
収

入

　基
礎

年
金

　　
拠

出
金

積
立

金
へ

の
影

響
（収

入
項

目
）

（支
出

項
目

）
合

計
　１

．７
９～

１．
８２

兆
円

名
目

運
用

利
回

り（
B2

02
3）

１．
５～

１．
７％

→
２１

．７
９％

運
用

損
益

　　
　

　
１

．
８

１
兆

円

保
険

料
改

定
率

（C
20

23
－

１）
０．

９～
１．

３％
→

△
０．

４％
保

険
料

収
入

　
　

　
△

０
．

０
２

兆
円

年
金

改
定

率
（C

20
23

－
２）

（新
規

裁
定

）１
．０

～
１．

８％
→

２．
８％

（既
裁

定
）０

．７
～

１．
４％

→
２．

５％
給

付
費

　　
　

　
△

０
．

０
２

兆
円

   
 基

礎
年

金
拠

出
金

　 
  算

定
対

象
者

数
　６

．３
～

６．
６百

万
人

→
６．

６百
万

人
　

　
△

０
．

０
１

兆
円

受
給

者
数

（基
礎

年
金

）（
C2

02
3－

３－
２）

３６
．６

百
万

人
→

３６
．５

百
万

人
給

付
費

　　
　

　
　

０
．

０
１

兆
円

ス
ライ

ド調
整

率
（C

20
23

－
４）

△
０．

７～
△

０．
８％

→
△

０．
６％

給
付

費
　　

　
　

△
０

．
０

３
兆

円

そ
の

他
（C

20
23

－
５）

　
　

　
０

．
０

６
兆

円

乖
離

の
発

生
要

因

保
険

料
収

入
（C

20
23

－
３－

１）
　基

礎
年

金
　　

拠
出

金
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３
１

．
積

立
金

の
乖

離
分

析
の

結
果

②
（
令

和
元

(2
0
19

)年
度

～
令

和
５

(2
02

3
)年

度
発

生
分

）

注
積

立
金

の
乖

離
を

要
因

別
に

取
り

出
し

て
集

約
し

、
ケ

ー
ス
Ⅰ

、
ケ

ー
ス
Ⅲ

、
ケ

ー
ス
Ⅴ

の
う

ち
の

最
大

値
及

び
最

小
値

を
表

示
し

た
も

の
で

あ
る

。

○
令

和
元

(2
0
1
9
)年

度
～

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
の

通
期

で
み

る
と

、
厚

生
年

金
計

及
び

国
民

年
金

の
積

立
金

の
乖

離
（
厚

年
計

：9
2
.1

6
～

9
5
.0

0
兆

円
、

国
年

：3
.4

5
～

3
.4

9
兆

円
）は

、
名

目
運

用
利

回
り

の
乖

離
（厚

年
計

：8
3
.2

9
～

8
3
.5

6
兆

円
、

国
年

：3
.6

4
～

3
.6

6
兆

円
）の

寄
与

が
大

宗
を

占
め

て
い

る
。

○
厚

生
年

金
計

の
積

立
金

で
は

、
被

保
険

者
数

の
乖

離
（6

.7
6
～

8
.3

7
兆

円
）
の

寄
与

も
大

き
い

。

報
告

書
2

7
9
、

2
8

5
ペ

ー
ジ

厚
生

年
金

計
国

民
年

金
積

立
金

へ
の

影
響

（収
入

項
目

）
（支

出
項

目
）

合
計

　９
２．

１６
～

９５
．０

０兆
円

名
目

運
用

利
回

り
（B

Nの
合

計
）

【累
積

】８
．６

～
８．

８％
→

５３
．０

％
運

用
損

益
　　

８
３

．
２

９
～

８
３

．
５

６
兆

円

賃
金

上
昇

率
（C

N－
１の

合
計

）
【累

積
】５

．５
～

９．
１％

→
４．

２％
保

険
料

収
入

　
△

１
．

７
６

～
△

０
．

５
２

兆
円

年
金

改
定

率
（C

N－
２の

合
計

）
【累

積
】（

新
規

裁
定

）３
．９

～
５．

１％
→

３．
２％

（既
裁

定
）３

．３
～

４．
４％

→
２．

９％
給

付
費

　　
０

．
４

０
～

　
０

．
８

３
兆

円

被
保

険
者

数
（C

N－
３－

１の
合

計
）

【平
均

】４
４．

０～
４４

．３
百

万
人

→
４５

．８
百

万
人

６
．

７
６

～
　

８
．

３
７

兆
円

受
給

者
数

（C
N－

３－
２の

合
計

）
【平

均
】４

１．
７百

万
人

→
４０

．７
百

万
人

給
付

費
　　

３
．

９
８

～
　

４
．

０
０

兆
円

ス
ラ

イ
ド調

整
率

（C
N－

４の
合

計
）

【累
積

】△
１．

５％
→

△
０．

６％
給

付
費

　　
△

０
．

５
２

～
△

０
．

４
７

兆
円

そ
の

他
（C

N－
５の

合
計

）
△

０
．

５
６

～
　

０
．

２
８

兆
円

乖
離

の
発

生
要

因

保
険

料
収

入

　基
礎

年
金

　　
拠

出
金

積
立

金
へ

の
影

響
（収

入
項

目
）

（支
出

項
目

）
合

計
　３

．４
５～

３．
４９

兆
円

名
目

運
用

利
回

り
（B

Nの
合

計
）

【累
積

】８
．６

～
８．

８％
→

５３
．５

％
運

用
損

益
　　

３
．

６
４

～
　

３
．

６
６

兆
円

賃
金

上
昇

率
（C

N－
１の

合
計

）
【累

積
】５

．５
～

９．
１％

→
４．

２％
保

険
料

収
入

　
△

０
．

０
４

～
△

０
．

０
３

兆
円

年
金

改
定

率
（C

N－
２の

合
計

）
【累

積
】（

新
規

裁
定

）３
．９

～
５．

１％
→

３．
２％

（既
裁

定
）３

．３
～

４．
４％

→
２．

９％
給

付
費

　　
０

．
０

２
～

　
０

．
０

３
兆

円

   
   

基
礎

年
金

拠
出

金
   

   
 算

定
対

象
者

数
  【

平
均

】６
．５

～
６．

６百
万

人
→

６．
６百

万
人

△
０

．
０

２
～

△
０

．
０

１
兆

円

受
給

者
数

（基
礎

年
金

）（
CN

－
３－

２の
合

計
）

【平
均

】３
６．

３百
万

人
→

３６
．３

百
万

人
給

付
費

　　
△

０
．

０
０

兆
円

ス
ラ

イ
ド調

整
率

（C
N－

４の
合

計
）

【累
積

】△
１．

５％
→

△
０．

６％
給

付
費

　　
△

０
．

０
４

兆
円

そ
の

他
（C

N－
５の

合
計

）
△

０
．

１
１

～
△

０
．

１
０

兆
円

乖
離

の
発

生
要

因

保
険

料
収

入

（C
N－

３－
１の

合
計

）
　基

礎
年

金
　　

拠
出

金
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○
厚

生
年

金
の

財
政

状
況

の
評

価
は

、
積

立
金

の
実

績
と

「評
価

の
基

準
と

な
る

積
立

金
額

(推
計

値
)」

と
の

差
を

考
察

す
る

こ
と

に
よ

り
行

っ
て

い
る

。

こ
こ

で
、

「評
価

の
基

準
と

な
る

積
立

金
額

」
と

は
、

積
立

金
の

将
来

見
通

し
を

賃
金

上
昇

率
及

び
物

価

上
昇

率
の

実
績

と
財

政
検

証
に

お
け

る
前

提
と

の
乖

離
に

対
応

す
る

分
だ

け
補

正
し

た
も

の
で

あ
る

※

。

○
こ

の
考

察
で

は
、

・公
的

年
金

財
政

の
均

衡
が

将
来

の
保

険
料

収
入

、
国

庫
負

担
と

現
在

保
有

す
る

積
立

金
を

あ
わ

せ

た
財

源
の

全
体

と
、

将
来

の
年

金
給

付
の

全
体

で
図

ら
れ

て
い

る
こ

と

・保
険

料
水

準
が

固
定

さ
れ

た
上

で
、

将
来

の
給

付
費

が
将

来
の

保
険

料
収

入
及

び
積

立
金

等
の

財

源
と

均
衡

す
る

よ
う

に
、

給
付

水
準

を
自

動
調

整
す

る
仕

組
み

と
な

っ
て

い
る

こ
と

な
ど

を
踏

ま
え

、
財

源
（積

立
金

及
び

将
来

の
保

険
料

収
入

）
と

の
対

比
を

す
る

こ
と

に
よ

り
財

政
状

況

の
評

価
を

し
て

い
る

。

３
２

．
厚

生
年

金
の

財
政

状
況

の
評

価
①

報
告

書

2
8

6
～

2
9

3
ペ

ー
ジ

公
的

年
金

財
政

の
均

衡
イ

メ
ー

ジ

※
報

告
書

2
8
6
、

2
8
7
ペ

ー
ジ

参
照

＊
厚

生
年

金
は

保
険

料
率

、
国

民
年

金
は

保
険

料
額

（
平

成
1
6
(2

0
0
4
)年

度
価

格
）
を

固
定

積 立 金

将
来
の

保
険
料
収
入

将 来 の

国 庫 負 担

将
来
の

年
金
給
付

保
険
料
水
準
は
固
定
＊

給
付
水
準
は
財
政
均
衡
が
確
保
さ
れ
る
よ
う
に
調
整

長
期
的
な
給
付
と
負
担
の
均
衡
が
確
保
さ
れ
て
い
る

こ
と
を
確
認
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３
３

．
厚

生
年

金
の

財
政

状
況

の
評

価
②

報
告

書

2
8

6
～

2
9

3
ペ

ー
ジ

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
末

に
お

け
る

厚
生

年
金

の
財

政
状

況
に

つ
い

て
、

財
政

検
証

の
ケ

ー
ス

Ⅰ
、

ケ
ー

ス
Ⅲ

及
び

ケ
ー

ス
Ⅴ

並
び

に
法

改
正

後
の

ケ
ー

ス
Ⅲ

及
び

ケ
ー

ス
Ⅴ

※
で

分
析

を
行

っ
た

結
果

、
積

立
金

の
実

績
と

「評
価

の
基

準
と

な
る

積
立

金
額

（推
計

値
）」

の
差

額
は

財
源

（積
立

金
及

び
将

来
の

保
険

料
収

入
）
と

の
対

比
で

プ
ラ

ス
5
.0

～
5
.3

％
と

な
っ

て
い

る
（時

価
評

価
に

よ
る

変
動

を
平

滑
化

し
た

場
合

に
は

プ
ラ

ス
3
.6

～
3
.9

％
）。

※
ケ

ー
ス

Ⅲ
及

び
ケ

ー
ス

Ⅴ
に

つ
い

て
令

和
２

（
2
0
2
0
）
年

法
改

正
を

反
映

。

※
「
評

価
の

基
準

と
な

る
積

立
金

額
(推

計
値

)」
と

は
、

積
立

金
の

将
来

見
通

し
を

賃
金

上
昇

率
及

び
物

価
上

昇
率

の
実

績
と

財
政

検
証

に
お

け
る

前
提

と
の

乖
離

に
対

応
す

る
分

だ
け

補
正

し
た

も
の

で
あ

る
。
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政
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令
和

５
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02
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評
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３
４

．
公

的
年

金
の

財
政

状
況

の
評

価
報

告
書

2
9

4
、

2
9

5
ペ

ー
ジ

○
国

民
年

金
第

１
号

被
保

険
者

数
は

財
政

検
証

の
見

通
し

を
下

回
り

、
厚

生
年

金
被

保
険

者
数

は
上

回
る

状
況

が

続
い

て
い

る
こ

と
、

令
和

５
(2

0
2
3
)年

度
は

高
い

運
用

収
益

と
な

っ
た

結
果

、
積

立
金

の
実

績
が

将
来

見
通

し
を

上

回
っ

て
い

る
こ

と
、

令
和

５
(2

0
2
3
)年

に
お

け
る

65
歳

の
平

均
余

命
は

、
平

成
29

(2
01

7)
年

推
計

※
に

お
け

る
死

亡

高
位

の
仮

定
値

を
下

回
っ

て
い

る
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

ま
た

、
令

和
５

(2
02

3)
年

度
は

、
マ

ク
ロ

経
済

ス
ラ

イ
ド

に

よ
る

給
付

水
準

調
整

が
行

わ
れ

た
こ

と
に

よ
り

、
年

金
財

政
に

プ
ラ

ス
の

効
果

を
も

た
ら

し
た

こ
と

に
加

え
て

、
実

質
賃

金
の

伸
び

が
プ

ラ
ス

に
な

っ
た

こ
と

に
よ

り
、

平
成

1
2(

2
00

0)
年

改
正

で
既

裁
定

年
金

の
物

価
ス

ラ
イ

ド
が

導

入
さ

れ
て

以
降

初
め

て
、

賃
金

の
伸

び
が

既
裁

定
年

金
の

伸
び

を
上

回
っ

た
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

○
一

方
で

、
令

和
元

(2
0
1
9
)年

以
降

の
合

計
特

殊
出

生
率

は
、

平
成

29
年

推
計

に
お

け
る

出
生

中
位

の
仮

定
値

を

下
回

る
水

準
で

推
移

し
、

令
和

５
(2

0
23

)年
は

、
出

生
低

位
の

仮
定

値
を

下
回

っ
て

い
る

こ
と

、
ま

た
、

実
質

賃
金

上
昇

率
（
対

物
価

）
は

令
和

元
(2

01
9)

年
財

政
検

証
に

お
け

る
い

ず
れ

の
ケ

ー
ス

の
前

提
も

下
回

っ
て

い
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。

○
こ

れ
ら

の
将

来
見

通
し

か
ら

の
乖

離
が

、
一

時
的

な
も

の
で

は
な

く
中

長
期

的
に

続
い

た
場

合
に

は
、

年
金

財
政

に
与

え
る

影
響

は
大

き
な

も
の

と
な

る
。

た
と

え
ば

、
合

計
特

殊
出

生
率

が
将

来
推

計
人

口
の

出
生

中
位

の
仮

定

値
を

下
回

っ
て

推
移

す
る

傾
向

が
今

後
も

長
期

に
わ

た
っ

て
続

け
ば

、
将

来
の

年
金

制
度

の
運

営
は

大
き

な
影

響
を

受
け

る
。

○
年

金
財

政
の

観
点

か
ら

は
、

人
口

要
素

、
経

済
要

素
等

い
ず

れ
も

短
期

的
な

動
向

に
と

ら
わ

れ
る

こ
と

な
く
、

長

期
的

な
観

点
か

ら
財

政
状

況
の

動
向

を
注

視
す

べ
き

で
あ

る
。

※
令

和
５

(2
0
2
3
)年

４
月

に
新

た
な

将
来

推
計

人
口

（
令

和
５

年
推

計
）
が

公
表

さ
れ

て
い

る
が

、
こ

こ
で

は
実

績
を

令
和

元
(2

0
1
9
)年

財
政

検
証

の
基

礎

と
な

っ
た

平
成

2
9
(2

0
1
7
)年

推
計

に
お

け
る

仮
定

値
と

比
較

し
て

い
る

。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


